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札幌市議会第一部予算特別委員会記録（第３号） 

令和７年（2025年）３月５日（水曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 32名（欠は欠席者） 

    委 員 長  村  山  拓  司       副 委 員 長  小  口  智  久 

    委   員  三  上  洋  右     欠 委   員  勝  木  勇  人 

    委   員  五十嵐  徳  美       委   員  長  内  直  也 

    委   員  佐々木  みつこ       委   員  こじま  ゆ  み 

    委   員  中  川  賢  一       委   員  村  松  叶  啓 

    委   員  三  神  英  彦       委   員  山  田  洋  聡 

    委   員  和  田  勝  也       委   員  小  野  正  美 

    委   員  ふじわら  広  昭       委   員  しのだ  江里子 

    委   員  林     清  治       委   員  松  原  淳  二 

    委   員  うるしはら  直  子       委   員  たけのうち  有  美 

    委   員  おんむら  健 太 郎       委   員  定  森    光 

    委   員  國  安  政  典       委   員  前  川  隆  史 

    委   員  竹  内  孝  代       委   員  熊  谷  誠  一 

    委   員  太  田  秀  子       委   員  田  中  啓  介 

    委   員  吉  岡  弘  子       委   員  坂  元  みちたか 

    委   員  波  田  大  専       委   員  成  田  祐  樹 

    委   員  米  倉  みな子   

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

    ―――――――――――――― 

●村山拓司委員長  ただいまから第一部予算特

別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、勝木委員からは欠席す

る旨届出がありました。 

それでは議事に入ります。 

最初に第７款 消防費 第１項 消防費、及

び、消防通信指令事務の受託に関する協議の件に

係る議案第27号から第31号までについて一括して

質疑を行います。 

●熊谷誠一委員  私からは救急活動のＤＸにつ

いてと、消防団業務のＤＸ化について順次質問さ

せていただきます。 

昨年の12月からインフルエンザ感染症などの

影響を受けて救急需要が増加し、年末年始には救

急車が直ちに出動できない状況や、医療機関の逼

迫状況も報道されており、緊急事態であったと認

識しております。 

令和６年12月の緊急出動件数は12月としては

過去最高であったと伺っており、超高齢化社会を

迎えている札幌市としては、これからも救急需要

は増加していくことが予想され、救急活動の効率

化は喫緊の課題として捉えているところでござい

ます。 

そのような中、我が会派では、デジタル技術

を消防行政に取り入れて、効率化を進め、さらに

は、消防体制が強化されることを目指して、これ

まで応援してきたところでございます。 

救急活動のＤＸに関して、令和４年に始めら

れました次世代型の緊急救急情報システムに関す

る実証実験をはじめとして、救急現場において運
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用が開始されました救急隊アプリについて、会派

として運用状況を期待を持って視察もさせていた

だいたところでございますけども、令和６年第３

回定例会決算特別委員会において、期待される効

果と課題について伺ったところ、当初の事業目標

を達成するには至っていないとのことでございま

した。 

そこで質問ですが、救急隊アプリを導入して

現れてきた効果についてお伺いいたします。 

●石原救急担当部長  救急隊アプリの運用効果

についてお答えします。 

救急隊が医療機関に連絡して出発するまでの

時間、いわゆる現場滞在時間について導入当初は

延長していましたが、機器を操作する救急隊の習

熟が進むにつれて、徐々に短縮の効果が現れ始め

てきたところです。 

参画医療機関からは、救急隊が取得した傷病

者情報が電話のみの聞き取りではなく、データに

なり可視化されたことで伝達漏れだとか、聞き間

違いが少なくなったこと、さらに、火災によるや

けどなどの受傷状況が画像で送られてくることに

より、緊急度や病状の理解が容易になり、病院内

での準備がしやすくなったと伺っております。 

救急隊員からは、出動報告書の作成事務につ

いて、データへの変換機能がよりスムーズにな

り、時間短縮ができ、業務効率が上がったと聞い

ております。 

●熊谷誠一委員  昨年の６月頃に視察させてい

ただいたときには、あまり効果が出ておらずとい

うことで非常に心配していたところだったんです

けども、救急隊員の習熟が進むことで効果が現れ

ており、従来の伝達方法よりも効果的であるとの

ことを伺いまして、今後、さらに成長する余地が

あると感じたところでございます。 

救急隊員が現場で活用するために習熟の時間

を要したように、医療機関側においても、運用の

慣れが必要となっているのではないかと考えられ

るところでございます。 

先般のインフルエンザ感染症の流行による患

者の急増や、それに伴う医療機関の逼迫など、今

後も搬送困難となることが考えられ、この年末年

始に報道されましたように、救急需要が急増する

中でこそ、真価を発揮していただきたいところで

ございます。 

そこで質問ですが、１年が経過して見えてき

た課題と、その対策についてお伺いいたします。 

●石原救急担当部長  運用開始１年が経過して

見えてきました課題と対策についてお答えいたし

ます。 

課題については、参画医療機関の拡充と救急

隊アプリのさらなる操作性の向上が必要と考えて

おります。 

対策については、現在58の医療機関に参画い

ただいていますが、傷病者が飲まれている薬の情

報や、けがの状況をデータで共有できることなど

の有効性を説明し、新規参入をお願いしていきた

いと考えております。 

さらに、救急隊アプリの操作性の向上に向け

て、現場で使用する救急隊員と医療従事者の声を

聞き、引き続きメーカーとともに、アップデート

を重ねてまいります。 

また、年末年始などに見られる救急要請の増

加、受入医療機関の逼迫により生じる搬送困難事

案への対応策としまして、令和６年12月から、１

度に最大５か所の医療機関へ一括して受入確認で

きるシステム、私たちは一括要請システムと呼ん

でおりますけども、このシステムの運用を開始す

るなど、機能強化にも努めているところでありま

す。 

今後も参画する医療機関とは一括要請システ

ムを含めて、デジタル技術を活用することによ

り、お互いの業務効率が向上できるように、しっ

かりと連携して取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

●熊谷誠一委員  全国的にも先駆的に取り組ま

れているこの救急隊アプリが徐々に効果を上げ始

めていることが確認でき、心強いところでござい

ます。医療体制と連携するシステムとして一朝一
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夕に効果を上げることは簡単ではないでしょうけ

ども、各医療機関と連携して取組を続けていただ

きたいと存じます。 

そのような中で総務省では、マイナンバー

カードの保険証を救急活動の中でも活用する事業

が準備されていると聞き及んでおり、ますます救

急活動のＤＸ化は進んでいくことが見込まれます

ので、引き続き効率的な救急活動を目指して救急

体制の強化を図っていただくことを要望いたしま

して、この質問を終わります。 

次に、消防団業務のＤＸ化についてお伺いい

たします。 

 昨年第１回定例市議会の代表質問で、地域防災

力向上の必要性の問いに対して、新たな消防団業

務アプリの導入を進めているという答弁がござい

ました。その後の予算特別委員会では、その詳細

についてお伺いし、活動能力の向上や事務の負担

軽減などが期待されるとのことでございました。 

 私自身消防団員として活動していく中で、例え

ば、出動報告書を紙で提出するやり方などは見直

しができるのではないかと思っておりましたので、

消防団業務アプリの導入により業務改善を進める

動きが加速することはうれしく思っているところ

でございます。 

そうした中で、令和７年度末までには本運用

できるよう、現在、調査研究を進めているとのこ

とで、幾つかの消防団で試行運用の期間を設けて

実証実験を行っているというお話をお伺いしてお

ります。 

候補となるアプリを実際に団員に使用しても

らうことで様々な意見が出されて、よい効果の面

だけではなく、課題を洗い出すことも期待できる

と思うところでございます。 

そこで質問ですが、実証実験を通じてアプリ

を使用した団員からどのような意見が出され、ア

プリについてどう評価したのかをお伺いいたしま

す。 

●長沼総務部長  消防団業務アプリの実証実験

で寄せられた意見とその評価についてお答えいた

します。 

先行導入している自治体から得られた情報な

どを踏まえ、本市で導入するアプリを３候補に絞

りまして、三つの消防団に協力いただき、実証実

験を行っておりましたが、先日２月末をもって全

て終了いたしました。 

現在アンケート結果を集約しているところで

すが、効果があるとされた意見として、スケ

ジュール管理やコミュニケーションなど、団員間

のやり取りがスムーズになった、出動報告書の作

成や提出の負担が減ったといったＤＸの目的に沿

う意見が多く寄せられております。 

一方で、課題につながる意見として、機能面

の改善を求める意見のほか、操作に不安があると

いったデジタル機器の取扱いに慣れていないと思

われる方の意見も寄せられております。 

全体の評価としてはプラス意見、マイナス意

見様々いただいておりますが、現時点では総じて

良好というふうに私ども判断しております。 

●熊谷誠一委員  様々な意見があったというこ

とですが、総じて良好であるということで期待を

させていただきたいと存じます。 

一方で、今お話がありましたようにデジタル

機器の取扱いに慣れていないと思われる方からの

マイナス意見は無視できないものと思います。 

消防団は様々な年齢・職業で構成されており、

その分多種多様な考え方や意見があるかと思いま

すが、消防団業務アプリは団員が業務連絡や情報

共有はもちろん、消防団活動を行うためのツール

であり、皆が取り扱うことができなければなりま

せん。そのためには、まず実証実験で得られた団

員の意見一つ一つに目を向け、課題を整理、解決

していくことが重要ですが、その中でも操作に不

安を感じている方の意見への対応は特に重要だと

考えます。 

そこで次の質問ですが、消防団業務アプリを

導入する上で操作に不安がある団員がいることを

踏まえて、今後どのように取り組んでいくのかを

お伺いいたします。 
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●長沼総務部長  操作に不安がある団員がいる

ことを踏まえた今後の取組についてお答えいたし

ます。 

ご指摘のとおり、消防団員が業務で使うこと

になるこのツールは、団員それぞれがスムーズに

取り扱えるものでなければならないと認識してお

ります。 

まずアプリの選定に当たっては、アンケート

結果から得た、欲しい機能や使い勝手などの意見

を参考としつつ、セキュリティー面も考慮するな

ど、総合的に判断して決定してまいりたいと思っ

ております。 

また、導入に際しては、運用開始前の研修は

もちろん、研修後の疑義等への対応、メーカーへ

の改善要望等により、操作に不安がある団員への

サポートを行ってまいりたいと考えております。 

●熊谷誠一委員  様々な団員のサポートを想定

されているとのことであったかと思います。 

新しい技術やシステムを導入する場合、一定

のマイナス意見はあるかもしれないところでござ

います。しかしながら、消防に限らず、あらゆる

分野においてデジタル技術を活用した効率的な業

務推進を図る取組は、今後ますます重要になって

くるかと思います。 

こうした時代の変化に消防団が取り残される

ことがないよう、引き続き消防団業務のＤＸ化を

推進していただくとともに、全ての団員にアプリ

導入のメリットを感じてもらえるよう、万全の準

備をしていただくことを要望いたしまして、私か

らの質問を終わります。 

●和田勝也委員  私からは消防指令業務の共同

運用についてお伺いをいたします。 

我が会派はかねてより、消防の広域連携の取

組として、消防指令業務の共同運用について注目

して質問を重ねてきました。 

この件が地方自治法に基づく事務委託の規約

を定めるところまで事業が進み、いよいよ今年の

10月頃には共同運用が開始されると伺っておりま

す。 

令和３年第１回定例市議会予算特別委員会に

おいて、消防指令業務の共同運用の進捗について

質問したところ、平成31年３月に指令業務の共同

運用を行う札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北

広島市、石狩市、当別町、新篠津村の構成市町村

長及び、石狩北部地区消防事務組合管理者の間で

基本協定書を締結しており、令和７年度に札幌市

消防局庁舎に共同指令センターを設置すると答弁

をいただいておりました。 

 さらに、令和５年第３回定例市議会決算特別委

員会において、消防指令業務の共同運用により、

119番通報の受付を行う圏域が拡大し、土地勘の

ない場所などからの通報が増える課題の対策につ

いてなど質問したところ、指令システムとして、

映像通報システムの導入や、三者通話などの機能

強化を図る点などご答弁いただき、要望として、

システム機器の機能強化に加え、指令員は新たな

機能や操作方法などを習熟していく必要があり、

これからは指令員の教育にも力を入れて取り組ん

でいただき、札幌市の責任とリーダーシップによ

り、万全な体制の構築に向けて取り組んでいただ

くよう、お伝えしたところでございます。 

そこで質問ですが、今年の運用開始に向け指

令員などの職員に対して、どのような教育研修を

実施しているのか、また、今後はどのような教育

研修を計画しているのかについてお伺いをいたし

ます。 

●大井警防部長  まず、指令員などの職員に対

する教育研修についてお答えいたします。 

まず、既に実施している研修といたしまして

は、札幌市の職員が新千歳空港やラピダスの工場、

エスコンフィールド北海道などといった札幌圏内

の大規模な施設や、各消防本部を訪問し、その地

域の特性などの実情を把握することを目的とした

研修を実施したところでございます。 

また、他の消防本部の職員が札幌市消防局に

来局し、119番の通報受付から、その内容の出動

部隊への伝達など、実際の札幌市の運用を理解し

てもらうことを目的とした研修も実施したところ
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でございます。 

続きまして、今後につきましては、実際の運

用開始に向けて当局の職員を対象といたしました

新しい指令台を使用する研修や、消防指令システ

ムの障害発生時に迅速に対応するための研修、ま

た、札幌市以外の消防本部職員も対象といたしま

した各消防署などに新しく設置する指令システム

機器の操作訓練などを計画しているところでござ

います。 

●和田勝也委員  既に各地域で実地で研修され

たり、これからの運用開始までの期間にも、新指

令台を使用した実機操作研修やシステム障害に対

応する研修なども計画しているとのことでござい

ました。また、消防指令業務の共同運用に向けて、

札幌市を含め、各消防本部職員を対象に事前研修

を行うといったソフト面の対応もしっかりと計画

されているとのことでございました。 

今年の運用開始ということで10月頃の運用開

始となると伺っております。 

札幌市は連携する市町村から119番通報の受付

や、消防車への出動指令などの消防通信指令に関

する事務の委託を受けることとなり、固定電話や

携帯電話などの種別にかかわらず、全ての119番

緊急通報回線を新設される札幌圏消防指令セン

ターに切り替えていく必要があります。 

そこで質問ですが、運用開始が目前となる

中、119番回線の切替えや、札幌市への集約、札

幌圏全体での運用開始など、今後のスケジュール

についてお伺いをいたします。 

●大井警防部長  札幌圏消防指令センターの運

用開始に向けました今後のスケジュールについて

お答えいたします。 

令和７年７月には、新しい指令台の設置が完

了し、実機での操作訓練が可能となり、８月の中

旬には固定電話や携帯電話事業各社などによりま

す回線切替えの事前試験を実施する予定でござい

ます。 

９月上旬から中旬にかけましては、消防指令

システム機器や119番回線を札幌市を含め、連携

する市町村管轄区域から、札幌圏消防指令セン

ターへ順次切替えを行いまして、札幌圏全体での

運用開始を計画しているところでございます。 

切替日の当日におきましては、出動の指令を

札幌圏消防指令センターで行い、通報の受付を旧

消防指令センターで行うといった新旧の消防指令

センターでの同時並行運用を予定してございます

が、119番通報がつながらないといった不具合が

生じないよう、各消防本部とも緊密に連携し、事

前に切替対応計画を作成するなどして万全の準備

を進めてまいるところでございます。 

なお、８月下旬には、札幌圏消防指令セン

ターの完成披露式を予定してございます。 

●和田勝也委員  ７月には実機での操作訓練が

可能となり、８月の事前試験や札幌圏消防指令セ

ンターの完成披露式を経て、９月中には順次回線

の切替えを行い、全体での運営が開始されるとの

ことでございました。 

また、回線などの切替えには、現在運用して

いる消防指令システムや119番緊急通報回線の切

替えが伴い、市民の命と安全に直結する非常に重

要な作業であります。僅かなトラブルも許されな

いため、スムーズに移行できるように徹底した準

備と万全な計画が求められます。札幌市が中心と

なり、各市町村と密に連携し、綿密なシミュレー

ションや試験を重ねながら、安全かつ確実な移行

を実現していただきたいと思います。 

消防指令業務の共同運用は、札幌圏で生活す

る全ての地域住民にとって非常に有益な事業と考

えております。 

消防指令システムや119番緊急通報回線などを

切り替えるその瞬間においても、119番がつなが

らないといった不具合が生じないよう、万全の準

備を進め、札幌圏消防指令センターの運用開始を

迎えることができるように、また、運用を開始し

た後についても連携する市町村と様々な検証を行

い、業務に支障がないようしっかりと取り組んで

いくことを申し述べ質問を終わります。 

●うるしはら直子委員  私からは消防指令業務



- 38 - 

の共同運用についてと、今年度の救急の出動の件

数や傾向と、救急隊員の労務負荷対策について伺

います。 

初めに、消防指令業務の共同運用について伺

います。 

我が会派は、社会経済情勢が急速に変化する

中で、地域全体の活力を維持し、行政運営の効率

化を図るため、近隣の市町村と連携する札幌連携

中枢都市圏の取組について注目をしてきておりま

す。 

2023年第１回定例会の代表質問において、我

が会派の大先輩であります大嶋前議員から、これ

までの取組の評価についてただしまして、市長か

らは中枢都市圏の連携の取組は一定の役割を果た

しており、特に、消防指令業務の共同運用は、連

携市町村からも効果的であるとの意見をいただい

ているとの答弁がありました。 

この消防指令業務の共同運用がいよいよ今年

運用開始を迎えることになりまして、先の他の質

問の答弁にもありましたように、10月からは札幌

圏消防指令センターで札幌市、江別市、千歳市、

恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、そして新篠

津村の８市町村からの通報を一括して受け付ける

ことになります。 

先日も報道番組や新聞でも取り上げられまし

たし、また今年の本市の出初め式の際に、私もお

知らせのチラシというものを手にしまして、目に

留まったところであります。 

情報が集約され、リアルタイムで状況が把握

できるようになり、消防部隊の応援対応や救急出

動がスムーズになることは大変よいことと思いま

す。 

一方で、通報を受け付けるエリアが広くなる

ため、救急通報時のより正確な住所の伝達が大変

重要となります。 

連携中枢都市の８市町村には、同じ地名や、

間違いやすい場所も複数存在しますので、誤った

住所が伝達されると消防車や救急車が現場に迅速

に到着することが非常に困難となります。 

また、そのため札幌圏消防指令センターの運

用開始に伴っては、119番通報時に注意すべき点

などを市民にしっかりと広報し、また、正確な住

所の伝達方法を周知することが住民の安全を確保

するためにも非常に重要であると考えます。 

そこで質問ですが、札幌圏消防指令センター

の運用開始に合わせて、市民の皆様に伝えるべき

点、そして、今後どのように市民広報を実施して

いくのか伺います。 

●大井警防部長  札幌圏消防指令センターの運

用開始に合わせて、市民の皆様にお伝えする点と、

今後の市民広報についてお答えいたします。 

まず、お伝えする点といたしましては、今ご

指摘のとおり、例えば青葉とか福住といった同一

の地名が札幌市以外にも存在しており、出動場所

を間違えないためにも、119番通報時の住所は市

町村名からお知らせいただきたいと考えてござい

ます。 

 さらに119番通報時の手順といたしましては、

慌てず落ち着いて、指令員からの質問に答えてい

ただきたいと考えているところでございます。 

続きまして、市民の方々に対する広報につき

ましては、今後は札幌市民の方のみではなく、圏

域全体の住民の方に対して、ただいま申し上げた

内容など必要な情報を発信するため、札幌圏で連

携する各消防本部でも広報計画を策定し、各市町

村のホームページ、ポスター、広報動画や報道取

材対応など様々な手法により、札幌圏全体で積極

的に広報を実施していく予定でございます。 

●うるしはら直子委員  今答弁にもありました

ように、現在行っている方法に加えて積極的な広

報をしていくという考えが分かりました。 

本当に似たような地名というのがたくさんあ

りまして、この札幌と同じようなところでも、例

えば中央ですとか、また元町といったことも多く

ありまして、離れた場所ですのでこういうところ

は市民の方にしっかりと周知していただきたいな

と思っています。 

また、自分自身や家族がいざ119番が必要だと
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思ったとき、頭では分かっていても動揺してし

まってうまく伝えられないという方も多いのでは

ないかと思います。 

10月頃からは新たに通報者のスマートフォン

などから映像でより正確に伝えることのできる通

報システムの運用も開始すると聞いております。

運用開始まではまだ半年間ありますので、スマホ

を持っている人、また、持たない人などにもしっ

かりと通報の手法について一人でも多くの方に繰

り返し知らせていただくことをよろしくお願いい

たします。 

次に、駆けつける救急隊の方についても伺い

たいのですが、札幌圏消防指令センターの運用開

始という報道とともに、昨年の12月に救急の要請

件数が急増したということも取り上げられていま

した。本市においては昨年12月にインフルエンザ

警報が発令されて以降罹患者数が急増し、市内の

医療機関で昨年12月23日から29日に行ったインフ

ルエンザの定点調査では、１医療機関当たりの患

者数が76.26と、統計開始以降最多を更新したと

いうことです。 

また、一時的に救急車が30人待ちとなる状況

も発生し、搬送先の医療機関が決まるまで４時間

もかかるといった事態も発生したと聞いています。 

また、さらに昨日の新聞においては今年の２

月は雪道での転倒による搬送件数が過去２番目と

なったとの記事も目にしたところですので、今年

救急出動件数が全体的に増加しているのではない

かと危惧しているところです。 

そこで２点目の質問ですが、2024年度の救急

出動件数と救急出動の傾向について伺います。 

●石原救急担当部長  令和６年の救急出動件数

と、あと救急出動の傾向についてお答えいたしま

す。 

令和６年の救急出動件数は11万4,908件で前年

と比べますと4,964件の減少となったところでご

ざいます。 

前年と比べまして減少した要因につきまして

は、令和６年の夏は令和５年の夏に比べまして、

ヘルパンギーナなどの小児感染症、新型コロナウ

イルスやインフルエンザなどの感染症、こういっ

たものが大きな流行がなかったこと、さらには熱

中症による搬送が少なかったことと考えておりま

す。 

このことによりまして、40歳代以下の年代で

救急搬送が減少し、特に10歳未満は1,572人減少

したところであります。 

しかしながら、令和６年は、１月から４月

と、12月の救急出動が月別における過去最多出動

件数となりまして、救急隊の出動から帰署までの

平均所要時間が73.5分と過去最長となったところ

でございます。 

●うるしはら直子委員  全体として考えると大

きく増えたという傾向ではないということだった

と思いますけれども、１月から４月ですとか、あ

るいはこの年末年始のインフルエンザ感染症の急

拡大、こうしたことに伴って救急需要が急増し、

救急隊が逼迫した状況であったということではな

いかと思います。 

コロナウイルスが感染拡大したときと同様に

救急需要が著しく増加した場合には、救急隊員も

連続で出動対応することとなります。加えて、医

療機関が逼迫した状況下では救急車が待機するな

ど出動時間自体が長くなることも予想されます。 

働き方改革により労働環境の質の向上や長時

間労働の是正など柔軟な働き方が推進されていま

すが、日々札幌市の市民のためにご奮闘いただい

ている救急隊員の労働環境が心配されます。 

昨今あらゆる職種の中で人手不足が叫ばれて

いる中でありますが、本市の消防局の採用試験の

倍率は近年の５年間で約５倍から７倍となってお

り、他都市と比較しても本市を志望する方は高い

倍率を維持しています。これからも多くの若い人

たちに本市で働く消防士や、救急隊員を志してい

ただくためにも、職員が働きやすい労働環境を維

持することが大変重要と考えます。 

昨年の決算特別委員会において、我が会派の、

おんむら議員から救急隊員の労務負荷対策につい
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て伺ったところ、今年度から連続活動時間に応じ

休憩時間を取得する検証も行うとのことでした。 

今期、年末年始などの緊急需要が増加したこ

とも踏まえ、長時間連続する救急活動に対する認

識、そして、今年度から開始した救急隊員の労務

負荷対策の状況について伺います。 

●石原救急担当部長  長時間連続の救急活動に

対する認識と、今年度から開始しました救急隊員

の労働負荷対策の状況についてお答えいたします。 

１秒を争う重症者への対応が最も重要である

と認識していますが、救急要請の逼迫によりまし

て活動時間が長時間継続し、救急隊が休憩時間を

確保できないことは、隊員の疲労蓄積につながり

まして、重大な事故や救急隊員自身の健康被害を

招く可能性もあり対策が必要と認識しております。 

このため、令和６年４月から重症者への出動

体制を確保しつつ、救急隊には連続活動時間に応

じて一定の休憩時間を確保するなどの検証を行っ

ているところでございます。 

この検証により、12月の救急要請逼迫時にお

いても重大な事故を発生させることなく出動対応

したところでございます。 

今後も検証結果を踏まえ、労働負荷対策に取

り組んでまいります。 

●うるしはら直子委員  緊急出動に関しては、

連続活動時間に応じた労働負荷対策などを行い、

休憩時間を確保しながら出動をすることに対応し

ているといったことでした。 

 本当に事故だとか、そういったことが起きない

ように十分に配慮していただきたいと思います。 

先の質問と併せて、要望を述べさせていただ

きまして質問を終わります。 

消防指令業務の共同運用については積極的な

市民広報を計画しているということで安心してお

りますが、一方で、市民の中には聾啞者や失語症

など、視聴覚に障がいのある方なども多くおり、

より丁寧な広報というものも求められます。 

また、消防局ではそのような市民に対し緊急

時に正確な110番通報を伝えるシステムの普及も

含めて各種集会等の機会を捉えて、直接説明をす

る等の広報も行っているとも聞いております。 

先日、我が会派のたけのうち議員が同席しま

してお集まりの市民の方に登録を促し、またお手

伝いをしたというところで大変好評だったとのこ

とです。 

今後こうした機会に登録も同時に行うといっ

た取組も進めまして、さらなる普及を図っていた

だくよう要望いたします。 

また、この広報、周知ということはもう迅速

で効率的な救急隊の出動ということにもつながり

ますし、指令センターで通報を受け付ける指令員

や、そして、消防救急隊の労務負荷の軽減にもつ

ながり、ひいては市民の安全安心な生活を守るこ

とにもつながると思います。 

現場の職員の皆さんの意見や要望などもしっ

かりお聞きしながら、今後も職員の労働負荷対策

を行い、働きやすい環境を整え万全の体制という

ものを維持していただくことを求めまして、私の

質問を終わります。 

●竹内孝代委員  私からは女性消防団員の活躍

推進について、地域防災指導員の充実について質

問をさせていただきます。 

初めに、女性消防団員の活躍推進について伺

います。 

地域防災の一翼を担いますこの消防団ですが、

近年、全国的に消防団員数が減少している状況と

いうふうに伺っております。そうした中、札幌市

の女性消防団員数というものは現在約420名、全

体の25％ということで４人に１人が女性団員とい

うことでありまして、これは大都市、20都市の中

でも最も高い割合であるということで、男女共同

参画の実現を目指す札幌市としても大変意義のあ

ることであるというふうに聞いております。 

市内にはもともと女性団員のみで構成をされ

る活動隊、いわゆるレディース隊というものが存

在しておりまして、これは６区の消防団だけでご

ざいまして、私もその一員でありますが、以前は

この６団による女性消防団員の会議が行われてお
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りました。 

しかし、市内全ての女性団員が集って互いに

学び合えるような、そうした機会が欲しいといっ

た現場の声を受け、議会で提案をし、市内全区の

10消防団、全ての団員が広く情報交流できる取組

として、平成29年度に現在の女性消防団員活性化

推進会議、これを立ち上げていただいたというふ

うに承知をしております。以来、毎年この推進会

議が開かれておりまして、この所属消防団の地域

の垣根を越えた意見交換や情報共有、こうしたも

のが可能な、非常に有意義な取組であるというこ

とで、団員からも自由に意見を言い合えたり、共

有できたり、共感し得る場であるということで毎

年多くの方が参加され、とても好評な会議である

ということで、改めまして推進してこられた消防

局の取組を高く評価をさせていただくものでござ

います。 

年々この会議の役割は重要性を増しておりま

して、地域の特性、みんなが主役ということをコ

ンセプトに各区の消防団が持ち回りで毎年開催を

担当しておりまして、ときの話題、旬の話題を

しっかりと取り上げていくということに力を入れ

てまいりました。例えば、胆振東部地震が発生し

た年の会議では、実際に活動して分かったこと、

新たな疑問、また多くの情報や意見、こうしたも

のが飛び交いまして、これがきっかけとなって大

規模災害対応マニュアル、また無線の運用マニュ

アルというものの再確認がされ、また、いざとい

うときの心構えが備わっております。 

また、私たち消防団女性団員は日頃から地域、

学校、企業等で救命講習の指導を行っており、市

民と直接触れ合う機会がとても多いのですが、市

民対応の上では最新の情報というのが常に必要で

ありまして、こうした女性活性化会議の横のつな

がりで得られている最新の情報というのは、即時

に対応していける、そうした参考となるものであ

ります。 

以前、実際に目の前で心肺停止になった方を、

日頃の訓練で身につけた的確な応急処置により一

命を取り留めたという奏功事例の発表がありまし

た。このことを通しまして皆が救命講習の重要性、

こうしたものを再認識するなど、この会議の内容

というのも様々高くなってきております。今年度

の会議ですけれども、手稲消防団が幹事団として

開催をされまして、私も参加しましたけれども、

大変有意義な会議でございまして、特に最近注目

をされております冬の期間の災害の備えというも

のに着目をいたしました。また、防災食について、

食をテーマとした事例発表、グループディスカッ

ションに時間を割きまして、女性目線での活発な

情報交換が行われたところでございます。 

今年度で８回目となるこの会議が女性消防団

員に十分に定着し、今やなくてはならないものと

なっていると考えております。 

そこで質問させていただきますけども、立ち

上げてからこの８年間の総括をしていただきまし

て、女性消防団員活性化推進会議のこれまでの実

績、また、成果をお伺いいたします。 

●長沼総務部長  女性消防団員活性化推進会議

のこれまでの実績と成果についてお答えをいたし

ます。 

まず初めに実績についてですけれども、本取

組は平成29年度から実施しており、コロナ禍で

あっても、リモートを活用するなど、中断するこ

となく継続してまいりました。 

参加者は延べ1,000人を超え、これは全女性消

防団員が延べ２回以上参加したことになる計算に

なります。 

また、終了後のアンケートからは、９割近く

の団員から有意義であったという声をいただいて

おり、会議開催の意義が定着してきたものと考え

ております。 

次に、成果ですけれども、他の消防団の女性

団員との意見交換によって、札幌市消防団の現状

や、目指している方向性を再認識することができ、

地域に限定されない視野の広い団員の育成につな

がっていると考えております。 

また、会議での意見、要望を基に取り組んだ
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実例として、制服の細部の仕様や素材の変更、団

員専用相談窓口の開設などがあり、女性が入団し

やすい環境であることのＰＲにもつながっている

と考えております。 

これからも実績を積み上げることによって、

より多くの成果につながると認識しており、今後

も継続してまいりたいと考えております。 

●竹内孝代委員  実績としては延べ1,000人以

上という参加と、また９割の方が有意義であると

回答しており、また、環境改善は大変喜ばれてお

ります。様々ご尽力いただきましてありがとうご

ざいました。 

ぜひとも今後ともしっかりと継続をしていく

ことが大事だなということを改めて実感をしてお

ります。 

次に、令和８年度に札幌市で10年ぶりに開催

が予定されております全国女性消防団員活性化大

会について伺いたいと思います。 

この大会というのは、全国の女性消防団員が

一堂に集いまして、日頃の活動、その成果を紹介

するとともに、情報交換を通じて連携を深めると。

こうしたことを通じて女性消防団員の活動をより

一層活性化させることを目的としております。 

大会が始まった背景には、地域住民への応急

手当指導、また防災指導、火災予防啓発など、女

性消防団員の活躍の場が徐々に広がってきたとい

うことが挙げられているというふうにも聞いてお

ります。 

主催は、総務省消防庁、公益財団法人日本消

防協会でありますけども、大会運営の主体は公益

財団法人北海道消防協会でございます。 

開催地の札幌市の消防団は、運営要員等とし

て大きく関わりますので、大会の成否を左右する

重要な役割を担うこととなるというふうに承知し

ています。 

平成28年に行われました札幌大会では旧ニト

リ文化ホールと札幌市教育文化会館の２会場で

3,300人の全国女性消防団員が集まりまして、活

動事例、また、火災予防の啓発劇、長野五輪メダ

リストの岡崎選手の特別講演などが展開されるな

ど、活発に行われたというふうに聞いております。 

このように大きな大会ですので、この準備に

は通常、前年から取り組んで、その前開催都市で

のＰＲ活動も行っていくというふうに伺ってます。 

そのため、先日開催されました、先ほど申し

上げてきましたこの札幌市女性活性化推進会議で

は、この全国大会を盛り上げるためのグループ

ワークを行いました。次期開催地としてのＰＲを

行うために令和７年度開催地は長崎市であります

ので、こちらに出向きまして、北海道の魅力、女

性消防団員の活動を紹介するコーナーを設置する、

また、北海道の大自然を生かした動画撮影など、

今から意気込みが感じられるようなアイデアがた

くさんこのグループワークで出されたところでご

ざいます。 

この全国の大都市の中でも女性消防団員数の

割合が一番高いと言われている札幌市で開催する

というこの全国大会、非常に意義のあることと思

います。 

そこで次の質問ですが、令和８年度に札幌市

で開催する予定でありますこの全国女性消防団員

活性化大会の概要、また、同大会を札幌市で実施

することによってどのような効果が期待されると

いうふうにお考えか伺います。 

●長沼総務部長  全国女性消防団員活性化大会

の概要と、本市での開催によりどのような効果が

期待されているのかについてお答えをいたします。 

まず、大会の概要についてですが、北海道大

会の開催日は令和８年９月25日で、開催場所は札

幌コンベンションセンターとなっております。 

また、大会終了後には場所を移動して、情報

交流会の開催を予定をしております。 

参加予定人員は、全国から約3,000人の参加が

見込まれております。 

内容は、活動事例発表、記念講演、パネル

ディスカッション、ステージアトラクションなど

が予定されておりますが、詳細については今後実

行委員会等の中で検討され固まっていくものと考
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えております。 

期待される効果としては、全国の女性消防団

員の先進的な活動事例を学ぶことができ、今後の

活性化につながると考えております。 

また、今後発生が懸念されている大規模災害

への対応など、全国レベルでの情報交換が、本市

の防災力向上につながるものと考えております。 

●竹内孝代委員  全国のこの女性消防団員活性

化大会札幌開催を通しまして、今お話ありました

全国レベルのそうした学びを深めながら、ぜひと

もこの女性団員が活躍できるような、そうした機

会をつくっていっていただきたいというふうに思

いますし、ぜひともこの大会を最大限に盛り上げ

ていただいて、札幌の女性消防団員の活躍の発信

というのはもちろんですが、札幌市の魅力を全国

にアピールする絶好の機会であるというふうにも

思っておりますので、この取組を進めることを要

望いたしましてこの質問を終わります。 

最後に、地域防災指導員の充実に向けた取組

について伺います。 

東日本大震災後の平成25年に、消防団を中核

とした地域防災力の充実強化に関する法律により

まして、防災活動教育において、消防団が指導的

な役割を担うことなどが明文化されました。これ

を受けましてアクションプラン2019において、防

災に関する専門的知識を備えた消防団員を養成し、

札幌市地域防災指導員として認定するということ

が決まりました。各本部、分団に３名ずつ配置が

できるように、合計246名を養成するということ、

また、主に町内会の地域住民や市内の小・中学校

の生徒を対象とした防災指導を行ってきておりま

して、令和３年の導入以降、これまで200回以上

の要請に対して、延べ1,400名以上の指導員が出

動しているというふうに承知しております。 

令和５年３定でも、この地域防災指導員につ

いて取り上げさせていただきました。 

この地域防災指導員の充実について答弁を求

めたところ、充実には増員と質の担保が考えられ

るが、増員については需要を見極め、検証を重ね

た上で検討を進めていくということ、また、質の

担保については、指導員のフォローアップを３年

かけて行うという答弁をいただきました。 

この答弁によりますと、フォローアップは令

和７年度中に終了いたしますので、今後の展開を

期待しているところでありますが、コロナ禍が明

けて、また、制度が浸透してきたからか、地域や

学校からの要請件数が増加しております。消防団

員として活動する私の視点からも、地域防災指導

員のニーズはますます高まっていると感じており

ます。 

そこで質問ですが、地域防災指導員の今後の

人員数、また、知識技術の維持に関する考えにつ

いて伺います。 

●長沼総務部長  地域防災指導員の今後の人員

数と、知識技術の維持についてお答えをいたしま

す。 

まず初めに、地域防災指導員の今後の人員数

についてですが、地域指導員は当初、令和２年度

から４年度の３年間で246名を養成し活動を始め

ましたが、退団した方もいまして、現在は216名

となっております。 

一方で、委員がご指摘のように、地域や学校

からの要請件数は年々増加しております。 

また、指導員へのアンケートでは、指導員の

人数を現状よりも増やした方がよいとの回答が多

くなっております。 

これらのことから、今後の人員数については、

退団による指導員の減少状況や地域等からの要請

状況、指導員の負担感などを基に検討してまいり

たいと思います。 

次に、指導員の知識技術の維持についてお答

えいたします。 

指導員は養成研修で習得した知識及び技術を

維持向上できるよう、３年に１回フォローアップ

研修を受講することとしています。令和５年度、

６年度のフォローアップ研修受講者の８割以上が

参考になったとのアンケート結果から、フォロー

アップ研修は継続実施しますが、次年度で一旦全
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員が受講を終えることから、今後は研修頻度や内

容について、効率的、効果的になるように見直し

を図っていくことを予定しております。 

これらの取組により、地域防災指導員のさら

なる充実に向けて取り組んでまいりたいと思いま

す。 

●竹内孝代委員  札幌市においても大規模災害

が想定される中、この地域防災指導員の役割とい

うのは、今答弁いただきましたように本当にます

ます重要性を増してくるというふうに思います。

意欲のある団員が指導員になることで分団内の意

識も高まり、また、そうした団員が増えることで

指導員一人一人の負担も軽減されるというふうに

思います。 

今年度には、マイカーを消防団活動の公務に

使用できるような制度設計を図っていただき、ま

た次年度には、先ほど熊谷委員からも質問させて

いただきました消防団業務アプリの導入によるＤ

Ｘ化が控えております。こうした効率化を目的と

した取組と並行しながら、今申し上げました地域

防災指導員の増員、また充実に向けた取組を進め

ていただくよう求めまして、質問を終わります。 

●中川賢一委員  救急車の適正利用についてご

質問させていただきます。 

 昨年の年末頃から年始にかけまして救急車の出

動依頼が急増して、需要に対して供給が追いつか

ない深刻な状況が連日続いたと伺っております。 

11月、12月は搬送困難事案、具体的には、医

療機関への受入照会が４回以上、そして、かつ現

場滞在時間が30分以上と、こういったケースでご

ざいますけれども、これらが11月、12月両月とも

1,000件を超えて、出動所要時間の年間平均が令

和５年の8.4分から、昨年令和６年は9.1分に拡大

しているというようなことでございます。 

こういったことは以前からも言われておりま

す救急体制の危機的な状況というものが浮き彫り

になったものと受け止めざるを得ず、これらを少

しでも緩和していくために、救急車の適正利用の

呼びかけというものがますます必要になってきて

いるものと感じるところでございます。 

昨年１定の予算特別委員会におきまして、我

が会派の山田洋聡議員より、救急車の適正利用の

周知について、一度質問をさせていただいており

まして、その際はＳＮＳでの発信や、商業施設な

どへのポスター掲示などによりまして、市民に対

して救急車の適正利用の周知を実施しているとい

うことでございました。また、救急車を呼ぶべき

症状か否かについて悩むときには♯7119の利用に

ついても広報をしているというようなご答弁でご

ざいました。 

しかし、報道では昨年の年末年始にインフル

エンザ等の感染症が流行した際には、一時的に救

急車が30人待ちというような状況も発生し、また

搬送先の医療機関が決まるまで４時間ぐらいかか

るというような事態も発生したとも伝えられてお

ります。 

救急車を呼ぶ方は目の前の事態に不安を感じ

て、一刻も早くという必死な思いでおられると思

いますけれども、症状の緊急度を素人が判断する

というものは、これは容易ではございません。 

しかし、結果的に緊急度が低い軽症者が少な

からず救急車を利用しているというようなことは、

以前から問題視されており、こういった状況が年

末年始の混乱に拍車をかけたのではないかという

ふうに考えます。 

そこで最初の質問でございますけれども、軽

症者が救急車を利用することについて消防局とし

てのご認識をお伺いしたいと思います。 

●石原救急担当部長  軽症者が救急車を利用す

ることの消防局の認識についてお答えいたします。 

令和６年度本市救急搬送における傷病程度の

軽症者の割合は48.7％と約５割でありました。し

かし、医療機関での早期治療が必要であった傷病

者でも、治療後に結果として入院をしなかった場

合は軽症扱いになります。このため一概に軽症者

の救急車両が不適正であったとは限らないと認識

しているところでありますが、今すぐに救急車が

必要な人が速やかに適切な救急医療を受けられる



- 45 - 

ようにするため、救急車の適正利用と♯7119の救

急安心センターさっぽろ、こちらの利用促進は重

要と考えております。 

●中川賢一委員  確かに、実際にはいろんな

ケースの方がおられるけれども、それを適正かど

うかということは判断が難しいと、まさにおっ

しゃるとおりだと思います。 

今、現在、テレビのドラマで119番通報を受け

付ける指令管制員のドラマ「119エマージェン

シーコール」というのをやっておりますけれども、

このドラマの中でも救急車の出動にまつわるいろ

んな混乱などを題材にしたストーリーも取り扱わ

れておりまして、救急車の適正利用というものが

近年社会問題化し、関心も高まっているというよ

うなことが、こういったことからも伺えるのでは

ないかなというふうに思います。 

先ほども申し上げましたが、救急車を呼ぶべ

き状況か否かというものは、素人には適正な判断

が容易ではございませんので、どういった状況が

救急車を呼ぶべき状況であるのか、市民に対して

適正利用の理解を深めて行っていただく働きかけ

というものは、これからも重要なのではないかな

というふうに考えます。 

その中で、なかなか判断のつき難い場合も当

然ございますので、そういった際には♯7119を効

果的にご利用いただくための利用促進というもの

も併せて図っていく必要があるというふうに考え

ます。 

そこで次の質問でございますけれども、救急

車の適正利用への理解と♯7119の利用を促進して

いくために、今後どのような対策を進めていかれ

るのかお考えを伺いたいと思います。 

●石原救急担当部長  救急車の適正利用の理解

と、♯7119の利用促進対策についてお答えいたし

ます。 

令和６年における救急搬送人員の６割以上は

65歳以上の高齢者の方であり、高齢者へのアプ

ローチが重要と認識しております。その中でも介

護保険施設、老人福祉施設などと医療機関の連携

の強化に向けた施策が全国的に進められていると

ころであり、高齢者に接する施設職員などへの♯

7119の周知も積極的に行う必要があると考えてお

ります。 

特にインターネットやＳＮＳの活用に不慣れ

な高齢者と、その高齢者の身近にいらっしゃる方

への♯7119の周知については、より効果的に進め

ることが必要であり、このため、高齢者の方々に

は、これまでの広報を継続しつつ、高齢者施設の

管理者などには機会を捉え、例えば、入院予定の

ため救急車を要請するというような不適切な利用

の具体的な事例を広報するなど、関係部局と連携

し、♯7119のさらなる利用促進と、救急車の適正

利用について正しい理解の醸成を図ってまいりま

す。 

●中川賢一委員  いろいろご苦労されていると

いうことは伺えたところかなというふうに思いま

す。 

今♯7119のお話がありましたけれども、こち

らの♯7119の認知というものは、コロナのパンデ

ミックによって大きく進んだというふうにも伺っ

ております。 

ただ、浸透している中でも、一般に子育て世

代ですとか、そういった若い世代が進んでいる一

方で、今お話にもありましたけれども、インター

ネットですとか、ＳＮＳの活用に不慣れな高齢者

にはなかなか浸透が進んでいないような状況もご

答弁の中から伺いました。 

また、一方で、そういった中でも救急搬送者

の６割以上が高齢者だということでございますの

で、こういった高齢世代の方や、その同居者、身

近な方などへも適正利用への理解を深め、そして、

♯7119の利用促進も進めていくということは、ご

答弁もありましたとおり重要かなというふうに考

えます。 

日本は無料で救急車を利用できるという世界

的には極めてまれなシステムに、いろんなお考え

はありますでしょうけれども、長年なじんできて

いた国でございますので、そういった我が国にお
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いて適正理解をしっかりと呼びかけていくという

ことは、これともすると利用者の誤解ですとか、

場合によっては非難ということを招きかねない難

しい課題だと思いますが、いろんな自治体でも工

夫をされておりまして、例えば、三重県の松阪市

ですとか、茨城県では、救急車で運ばれてきた患

者に緊急性が認められないというふうに医療機関

が判断した場合は、対象の医療機関にて選定療養

費というものを患者から徴収するなどの対策を講

じている事例もございます。 

 こういった取組はまだこれからその効果ですと

か、取り入れた場合の課題といったものが検証さ

れていく段階でございますので、本市がすぐに同

様の対応を検討していくことが適切かどうかとい

うことは今段階では何とも申し上げられませんけ

れども、限りある資源であります救急車を必要度

の高い方々に効率よく利用していただけますよう、

医療や♯7119などを所管している保健福祉局など

とも、より一層しっかり連携しながら、いろいろ

な手段や工夫を講じて市民の理解を深めるための

取組を模索していっていただきたいということを

求めまして、質問を終わらせていただきたいと思

います。 

●ふじわら広昭委員  私は２項目質問いたしま

す。 

１項目めは、消防航空体制について、２項目

めは、消防庁舎における設備の維持管理について

です。 

 初めは１項目めの消防航空体制についてです。 

最初の質問は、次回入札に向けた調達機体の

契約などについてです。 

札幌市の消防ヘリコプターは1991年に運行を

開始し、2009年からは新機体を加えた合計２機体

で常に稼働できる体制を整え、空から市民の安全

と安心な生活を守ってきました。 

2019年の台風により被災し、１機体が使用不

能となってからは、運行体制を復旧すべく調整を

進め、昨年ようやく入札を実施したものの、入札

実施後に入札契約等審議委員会に苦情が申し立て

られた結果、札幌市は、委員会の提案を受け入れ

て、機体調達を中止しました。 

委員会の提案は、求める性能自体は政府調達

の協定に反しないが、納入時までに性能を満たし

ていればよく、入札時点で実現できていないから

といって、入札参加を否定すべきではないという

内容であります。 

委員会が指摘するように、入札時点で札幌市

が求める性能を満たしていない事業者も、入札に

参加できるようになるのであれば、事前により多

くの事業者から情報収集を行った上で、札幌市が

求める性能を満たす手法などを仕様書に盛り込む

などして、調達の円滑化を図ることが一般的では

ないかと考えます。 

そこで質問ですが、札幌市が求める性能のヘ

リコプターを調達する前提で、次回入札に向けて

調達機体の仕様書や契約をどのように見直してい

くのか、まず伺いたいと思います。 

●長沼総務部長  次回入札に向けた調達機体の

仕様や契約の見直しについてお答えいたします。 

本市としては、北海道内における冬期間の厳

しい気象条件などにおいて、安全かつ円滑に消防

救急活動を行うためにも、前回の入札で求めた性

能を含めた仕様は必要不可欠なものであると考え

ております。 

一方で、本市が調達を中止した事情を踏まえ

ますと、様々な事業者から意見を広く聞き、本市

が求める性能を実現する手法や技術等を確認した

上で仕様を決めることが望ましいことから、仕様

書の案について、応札の意向がある事業者から意

見を寄せていただく手続をプロセスに組み込み、

必要な調整を行った上で、仕様を確定させていき

たいと考えております。 

また、入札契約等審議委員会から事業者の納

入時点における供給能力により、入札参加資格を

判断するよう提案があったことについて、万一納

期までに履行できなかった場合、消防救急活動に

支障を来すことから、その取扱いを契約内容に盛

り込むなどの手立ても検討しているところであり
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ます。 

●ふじわら広昭委員  次回に向けて、基本的な

要求性能はそのままにしつつ、事業者の意見を聞

いた上で、調達機体の仕様を確定させていくと、

また、契約についても、委員会の提案に対応して

見直していくという答弁でありました。 

基本的な要求性能とは、冬の厳しい活動環境

にも耐えられるよう、最低外気温マイナス40℃に

耐えられる機体、また、傾斜地限界を前後左右方

向に±８度、また、風速限界や降雪環境、降雪

時にも飛行できる４点の必須のことについては、

そのまま今後とも、取り入れていくというふうに

理解をしたわけであります。 

昨年の第１回定例市議会予算特別委員会や第

３回定例市議会決算特別委員会において、我が会

派の、かんの委員や林委員が重ねて指摘したとお

り、消防ヘリコプターは本市の消防救急活動に欠

くことのできないものとなっており、また道内外

における巨大地震など大規模災害の発生リスクが

高まっていることも踏まえると、消防ヘリコプ

ターに必要な機能が十分に備わっていない現在の

レンタル機で一時的に補完するのではなく、一刻

も早い消防航空体制の復旧が必要であります。 

先ほどの答弁のとおり、入札時までに様々な

調整が必要である事情があるにせよ、機体を調達

するまでに要する期間については最短であるべき

だと思います。 

そこで質問ですが、今後の調達に向けたスケ

ジュールについて伺います。 

●長沼総務部長  今後のスケジュールについて

お答えいたします。 

機体の調達に向けては、先ほど触れた事業者

から提出される意見の取りまとめや、仕様書等の

準備を進めた上で予算措置を行い、入札手続やそ

の後の落札者との契約締結、機体の製造着手を

行っていくことが必要になってまいります。 

早期の新機体の調達に向けて、これらの事務

を着実に、そして、可能な限り早急に進めてまい

りたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、次の

質問に移りたいと思います。 

今日の新聞報道にもありましたように、札幌

市の消防ヘリコプターは、消防庁の要請を受けて、

岩手県の山林火災に先日出発をして、本日から消

火活動に参加をしておられます。派遣された７人

の隊員の皆さんをはじめ、消防局の皆さんに改め

て敬意を表したいと思います。 

今、部長からの答弁で、早期の新機体の調達

に向けて可能な限り早急に事務を進めていくとい

う答弁でありました。 

我が会派は、これまで繰り返し指摘してきた

ように、機体の調達と消防航空体制の復旧はでき

るだけ早く進めるべきだと申し上げてまいりまし

た。 

一方で、消防ヘリコプターは負傷者や消防航

空隊員の大切な命を乗せるものであり、安全な運

行に必要な仕様書を業者にしっかりと示した上で、

必要な性能を備える機体を最短のスケジュールで

調達することを強く求めておきます。 

次は、２項目めの消防庁舎における設備の維

持管理についてです。 

最初の質問は、維持管理の考え方についてで

す。 

防災の拠点であります消防署は市内に10か所

の消防署と、41の消防派出所が所在し、約1,500

名の職員が日夜勤務しており、日中、深夜を問わ

ず24時間365日出動に備え、火災などの災害に対

応し、市民の生命と財産など安全安心を守るため

活動していることに敬意を表するところでありま

す。 

消防吏員、消防職員は過酷な災害現場に対応

し、その後消防庁舎に戻ってからも、次の出動に

備え、車両や装備品の点検、準備を行い、また、

隊員自らも次の出動に備えております。 

消防業務では火災現場で、すすなどの汚れに

さらされることもあり、ひとたび庁舎の冷暖房や

給湯、給油などの設備が故障した際には、出動体

制などへの直接的な影響や職員の士気、健康管理



- 48 - 

にも影響が出るものと考えます。 

一方、最近では全国的に建築また設備工事は

人手不足や資材の高騰などの傾向により、消防設

備、消防施設においても、冷暖房や給湯などの設

備が故障した際には修理に期間を要するように

なっているのではないかと思うわけであります。 

そこで質問ですが、このような状況の中、消

防局の各庁舎における設備、特に冷暖房や給湯な

どの設備の維持管理については、どのような考え

方で対応しているのかまず伺いたいと思います。 

●長沼総務部長  消防庁舎における設備の維持

管理の考え方についてお答えいたします。 

消防局の庁舎は、札幌市市有建築物保全計画

の対象となっており、冷暖房、給湯、電気、給排

水といった設備ごとに更新周期が定められ、計画

に基づいて予防的な改修を行っております。 

また、消防局では、日常的に作動状況の点検

や外観等の目視点検を行うことにより、不具合の

早期発見に努めております。 

そして、設備に不具合が発生した際には、故

障の状況や規模等に応じてその都度関係部局と調

整しながら、修理などの対応を行っておるところ

であります。 

●ふじわら広昭委員  今の答弁を受けて２点目

の質問は、故障後の対応についてです。 

 予防的な改修については全庁的な対応として計

画的に進めているとのことでありますけれども、

消防局の庁舎は、24時間、絶えず稼働している施

設なので、冷暖房や給湯などの設備は老朽化の進

行が一般的な施設よりも早いものと思うわけであ

ります。 

 市役所施設の一律的な考えではなく、消防局か

ら関係部局へ積極的に働きかけてでも、実態に

合った適切な対応を取っていくべきだと思います。 

 最近ある消防署の庁舎で給湯設備が故障し、お

湯が出ない、シャワーを使用できない状況が数週

間続いたことがあったと思います。そして、この

庁舎は市内でも大変出動の多いところです。各区

の本署を除く出張所の中で出動回数が一番多いと

ころでありました。 

また、このほかにも複数の消防庁舎で冷暖房

設備が故障していて、修理が完了するまでに相当

の時間がかかるという話も聞いており、消防業務

への影響や、職員の健康について憂慮すべき状況

と言えます。 

そこで質問ですが、冷暖房や給湯設備が故障

した場合、どのように対応しているのか伺います。 

また、故障後の対応を迅速に行うための検討

をすべきと考えますが、いかがか、併せて伺いま

す。 

●長沼総務部長  設備などが故障した場合の対

応について、また、故障後の対応の迅速化の検討

についてお答えいたします。 

まず、設備などが故障した場合の対応につい

てですけれども、設備の故障が見つかった場合は、

速やかに事業者等に依頼し、故障状況の確認を行

い、修理完了までに要する時間を確認するととも

に、修理等の対応に着手しているところでありま

す。 

また、修理完了まで時間を要すると判明した

場合には、保管している仮設の冷暖房機器や給湯

機器を現場に配置するように手配し、対応をして

いるところであります。 

次に、故障後の対応の迅速化に向けた検討に

ついてお答えいたします。 

ここ数年、規模の大きな設備の故障が発生し

たり、部品の調達に以前よりも時間を要するよう

になってきており、修理完了までの期間が長期化

しております。 

今後は業務への影響を最小限に抑えるため、

仮設の機器の増強などを検討してまいりたいと思

います。 

また、消防局庁舎として、設備の稼働状況な

ども加味し、故障を未然に防ぐ視点で設備保全を

強化することや、応急的な修理の実施を事前に想

定、準備しておくことについて関係部局と協議調

整していきたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  要望申し上げて質問を終
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わりたいと思いますけれども、いろいろ今後の対

策についての答弁がありました。 

先ほど例を申し上げました給湯設備の故障の

際は、昨年の10月６日に故障して、同日に本署札

幌消防局にもそうした連絡が来ているわけであり

ますけれども、いわゆる仮設の、仮の代替の設備

が納入されたのは、11月12日と、こうした故障が

起きてから約一月間、職場ではお湯が出なくて、

手もお湯で洗えない、シャワーも使えない、また、

そうした様々な状況が出ていたわけであります。

この職場は約２時間に１回程度出動している現場

でありまして、それぞれ出動する際には、必要な

服装や手袋などを着用しているわけでありますけ

れども、やはり先ほど申し上げたような、いろい

ろな状況があって、手が洗えない、顔が洗えない、

シャワーが浴びられないということが一月も続く

ということは、私はやっぱりちょっと想像ができ

ない状況であります。やはりこれは、消防局の予

算をしっかり管理している総務部長がしっかりと

今先ほど申し上げた対応を実行するために、新年

度以降、体制をしっかりと充実をしていただきた

いというふうに思うわけであります。 

あわせて、職員の勤務環境と、冷暖房や給湯

設備が稼働することは最低限必要なことであり、

消防の仕事は市民の生命と財産など安全安心を守

るため、災害対応や職員の健康管理に影響が出る

ような勤務環境ではあってはならないと思います。 

今後は故障しないようにしっかりとした予防的な

改修をすることや、故障した際の対応について、

より早い判断、より早い対応をすることを強く求

めて質問を終わります。 

●佐々木みつこ委員  私からは、電気火災の増

加に伴う対応についてお伺いします。 

現在、岩手県大船渡市の山林火災による被害

が連日報じられております。本市からも緊急援助

隊を派遣されたところでありますが、応援活動の

安全と延焼の一日も早い終息を願うところでござ

います。 

最近、全国的に空気の乾燥を伴ってか、大規

模な火災のニュースが多いなと感じています。 

昨年末、私の地元である白石区でも住宅が全

焼する火災がございました。ネットのニュースを

見ていますと、何とそれは私の住所でございまし

た。驚いて駆けつけたんですけれども、実際行き

ますと枝番が一つ違いまして、裏の裏でございま

した。住民の方は避難して無事で、そして、延焼

もなかったということですが、近所の方々と雪の

中、そして黒いすすの臭いを嗅ぎながら、改めて

火災の恐ろしさを実感したところです。 

そのような中、先日消防局から令和６年中の

本市の火災統計を公表していただきました。これ

を拝見いたしますと、昨年１年間に発生した火災

は420件で、前年に比べて35件増加し、令和元年

以来５年ぶりに400件を超えたとのことでした。 

そして、火災の原因で一番多かったのが電気

関係であり、過去20年で最多の件数ということで

した。 

そこで質問ですが、この電気火災について具

体的にどのような事例が多いのか、また、火災に

至る原因はどのようなものなのか、その傾向につ

いてお伺いします。 

●坂上予防部長  私から、電気火災の傾向につ

いてお答えをいたします。 

過去10年間の統計によりますと、まず、電気

火災の事例についてですけれども、一番多いのが

電気コードやテーブルタップなどの配線類からの

出火でありまして、電気火災全体の約５割を占め

ております。 

次に多いのが、充電式電池などの電気機器か

らの出火でして、約２割となっております。 

次に、火災に至る原因についてですけれども、

まず配線類に関しましては、長期間の使用による

劣化や家具などによる踏みつけ、あとは無理な折

れ曲がりによるものが多くなっております。 

電気機器に関しましては、特にリチウムイオ

ン電池に起因するものが近年急増しておりまして、

落下など衝撃を与えたことや、過充電によるもの

が多くなっております。 
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なお、この電気火災につきましては平成30年

から７年連続で火災原因の第１位となっておりま

す。 

●佐々木みつこ委員  電気火災の事例や火災に

至る原因についてその傾向を伺いました。 

事例として一番多いテーブルタップなどの配

線類については、今や生活に欠かせないものと

なっており、複数使用しているご家庭も多いと思

います。 

また、充電式電池として用いられるリチウム

イオン電池は大容量で、かつ急速に充電できると

いう利点から、近年はコードレスの電化製品やモ

バイルバッテリーなど様々な機器に用いられ、各

家庭に普及しています。 

このように電化製品などはより身近なものに

なってきている一方で、ただいまの答弁では、こ

うしたものの使い方や管理の方法が適切ではない

という、それを使用する側に火災の原因が多くあ

るということが分かりました。 

先日公表された火災統計では、昨年は19人の

方が火災で亡くなられており、前年比で10人増加

したということでありますが、ただいまの答弁を

踏まえますと、電気火災が原因で亡くなられた方

も多くなっているのではないかと思います。 

そこで質問ですが、死者火災のうち、電気火

災が占める割合とその傾向についてお伺いしま

す。 

●坂上予防部長  死者火災のうち、電気火災が

占める割合とその傾向についてお答えいたします。 

過去10年間におきまして、原因が判明してお

ります死者火災の内訳を見ますと、一番多いのは

たばこ火災でありますが、電気火災はその次に多

く、全体の約３割を占めております。その特徴と

いたしましては、配線類からの出火によるものが

多くなっております。 

次に、死者が伴う電気火災の傾向についてで

すが、過去10年間で29件発生しておりまして、そ

の前の10年間と比較しますと約６倍の件数と大幅

に増加しております。 

なお、犠牲になられる方の多くは高齢者の方

となっております。 

●佐々木みつこ委員  過去10年間の死者火災の

発生原因としては、電気火災が全体の約３割を占

めており、その前の10年に比べますと６倍、大幅

に増えているという状況は憂慮すべき事態だと思

います。 

しかも、高齢者が犠牲になるケースが多いと

いうことで、今後高齢化が進めばさらに電気火災

による被害が拡大、悪化することが懸念されます。 

一方、電化製品を使う側の立場で考えると、

電化製品は、こんろやストーブとは違って直接火

を扱わないため、火災の危険性があるということ

がまだまだ認知されていないように感じます。 

例えば、テーブルタップはメーカーによって

差はありますけれども、ずっと使い続けられるも

のではないということがあまり知られていません。

交換の目安が３年から５年といったものがあると

いうことは、ほとんど知られていないように思い

ます。 

また、コード類はどちらかといえば、テレビ

の後ろ、机の裏ですとか目立たない場所に置いて

いるケースが多いと考えられることから、火災の

リスクに気づきづらいのではないかと思います。 

何年もそのままのたこ足、束に重ねたままで

折り曲がったコード、差し込んだままのプラグ、

思い当たるものはたくさんあります。 

消防局では、春、秋の火災予防運動期間など

において、市民への火災予防広報を展開されてい

ることは承知しておりますが、身近な危険のこの

電気火災を１件でも減らしていくためには、電化

製品の正しい使い方や、管理の方法について、よ

り広く市民に啓発していく必要があると考えます。 

そこで質問ですが、電気火災防止に向けた広

報について、今後どのように展開していく考えか

お伺いします。 

●坂上予防部長  電気火災防止に向けた広報に

ついてお答えをいたします。 

委員ご指摘のとおり、増加する電気火災を抑
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制するためには、電気関係に特化した広報を展開

する必要があると考えております。 

電気火災につきましては、暑さが増す時期に

多く発生しておりますことから、本市独自の取組

といたしまして、今年の８月を電気火災防止強化

月間として新たに定めまして、集中的に広報を展

開してまいりたいと考えております。 

具体的には、家電量販店やホームセンターに

連携協力をいただきながら、古くなったテーブル

タップなどの交換を促すためのＰＲを行ってまい

ります。 

また、防火協力団体と連携をいたしまして、

過去に発生した電気火災の具体的な事例を街頭啓

発やＳＮＳなどを活用して紹介し、広く市民に注

意喚起を促すなど、電気火災の抑制を図ってまい

りたいと考えております。 

さらに、電気火災で犠牲になる方の多くが高

齢者であるという状況を踏まえまして、高齢者宅

を訪問する民生委員、児童委員と連携させていた

だき、注意喚起をしてまいりたいと考えておりま

す。 

●佐々木みつこ委員  今後、関係する企業や団

体と連携しながら、時期を捉えて集中的に電気火

災に特化した広報を進められると答弁をいただき

ました。 

また、市民が具体的にどういったことに気を

つけたらよいのかをＳＮＳなどを活用して注意喚

起されるとのことでありますので、ぜひとも効果

的に進めていただきたいと思います。 

そして、特に高齢者が多く犠牲になっている

ことを踏まえますと、高齢者を意識した広報手法

というものが非常に重要だと考えます。 

先ほど民生委員、児童委員と連携した広報を

実施するとの答弁がありましたが、このほかに

も、例えば、高齢者がよく目にするチラシや、テ

レビを多く活用するなど、高齢の方々に電気火災

の危険性がしっかりと伝わるように、様々な媒体

を通じて発信していただき、１件でも不幸な火災

を減らしていただくよう予防強化を要望いたしま

して、私からの質問を終わります。 

●村山拓司委員長  以上で、第１項消防費等の

質疑を終了いたします。 

ここで理事者交代のため、委員会を暫時休憩

いたします。 

    ―――――――――――――― 

      休 憩 午後２時25分 

      再 開 午後２時27分 

    ―――――――――――――― 

●村山拓司委員長  委員会を再開いたします。 

次に、第２款 総務費 第１項 総務管理費

中危機管理局関係分の質疑を行います。 

●吉岡弘子委員  私は避難所運営研修と地域防

災人材の育成について質問いたします。 

避難所の開設及び運営時における対応能力の

向上を図るため研修を実施するという予算が、避

難所運営能力向上費であり、そのメインが避難所

運営研修費です。 

研修には避難所の運営を担当する区の職員、

避難所となる学校の教職員、地域住民が参加し、

避難所となる学校の施設等の確認や避難所運営に

係る適切な初動対応の確認を行い、災害時の避難

所開設、運営能力の向上を図ることを目的に実施

されるものです。 

いただいた資料の避難所運営研修費の予算を

見ますと、コロナ禍では予算の減少は見られるも

のの、コロナ後は予算を増やし、2022年度からは

1,000万円台の予算が計上され、市内で研修が行

われています。今年に入ってからは、１月10日金

曜日開催の清田区美しが丘小学校などで、避難所

運営研修が実施されております。 

そこで質問ですが、具体的な研修内容につい

て伺います。 

また、受講者数の推移と、どのような感想が

出されているのか伺います。 

●小野寺危機管理部長  避難所運営研修につい

てお答えします。 

避難所運営研修は、地域住民、施設職員、区

職員を対象に、実際に基幹避難所となる小中学校
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など307か所で実施しております。 

研修内容は、避難所運営の基本的な流れを学

ぶほか、備蓄物資の保管場所などの施設の確認、

避難所の開設や運営ゲーム形式で模擬体験できる

ＨＵＧを行っております。 

年間の受講者数は、避難所運営研修として実

施し始めた平成27年度は20会場で、約400人でし

たが、令和６年度は87会場で約1,600人が参加し

ております。 

また、受講者からは、避難所運営の難しさを

実感した、模擬体験により開設運営のイメージが

できた、研修を通して地域と施設、行政が顔を合

わせる重要な機会だったなどの感想が寄せられて

おります。 

●吉岡弘子委員  本市では避難所となっている

小中学校約300校、10年かけて順次研修を行って

きたものが、2023年度からは３年で１回一巡する

ような取組に増やして、そしてそういう中で、平

成27年には20回400人だった参加者が、今年度で

は87回、約1,600人に参加者がなっているとのこ

とでした。 

研修には、まちづくりセンターを通じて、主

に連合町内会に研修の参加をお願いしているとお

聞きしています。 

避難所運営研修を受けた人が、災害発生時に

は初動対応に関わることになりますが、被災者に

なるなどで避難所にすぐ来られないことも起こり

得ますから、より多くの方に研修を受けてもらう

ことが大事だと思います。 

工夫もして、初めてという方にも参加してい

ただけるよう取り組んでいただきたいと思います。 

この研修は、市が行う避難所運営に特化した

ものですが、防災機材の整備や訓練、地域が行う

研修、行政との連携体制などは、災害への日常的

な備えとなるもので、この役割に当たる人材をど

う育成するかが重要です。 

そこで質問しますが、地域防災の牽引役とな

る人材育成について、どのように取り組んでいる

のか伺います。 

また、目標を持っているのかも併せて伺いま

す。 

●小野寺危機管理部長  地域防災の人材育成の

具体的な取組、目標についてお答えいたします。 

人材育成の具体的な取組としましては、先の

避難所運営研修のほか、自主防災組織の中心的な

役割を担う防災リーダーなどを対象に防災知識の

習得や、防災資機材の取扱いの実技などを内容と

する研修を毎年実施しております。 

本市では、地域防災力の向上のために、町内

会などが行う自主防災活動を推進しているという

こともあり、活動の活性化というものが地域防災

の人材育成につながるものと考えております。 

このため、地域防災の人材育成の目標につい

ては、育成する人材の人数ではなく、防災活動に

取り組んでいる自主防災組織の割合を、コロナ禍

で57％まで落ちたものを85％まで引き上げること

を、第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン・アク

ションプラン2023において掲げております。 

なお、防災リーダーの人数は、現在、令和６

年４月１日現在で1,827名となっております。 

●吉岡弘子委員  自主防災組織の目標はあると

いうことですが、地域防災人材である防災リー

ダーの目標はないというお答えでした。札幌市の

防災リーダーは1,827人とのことです。町内会は

約2,200あります。85％が自主防災組織というこ

とでなりますと、約一つの自主防災組織で、一人

の防災リーダーがいることになるのだと思います。

リーダーさんも被災しないとは言えません。 

私は防災リーダーが一人に限らず、２人、３

人と増やすことや、女性が少ないようですので、

災害時には女性の力が必要なことからも、女性も

増やしていくことが必要ではないかと思います。 

そういう意味からも、目標を持って増やして

いただきたいと思います。 

気候変動の下、地震をはじめ、これまで経験

したことがないような自然災害を、いつ、どこ

で、誰が受けてもおかしくない下で、被害を最小

限に抑えるために、市民との協働で、地域からの
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防災力をさらに高めるよう求めて質問を終わりま

す。 

●三神英彦委員  私からは危機管理局の取組全

般的に質問させていただきます。 

市役所の仕事は対処療法のように振る舞うこ

とが多いんですけれど、やはり危機管理局という

のは総務局の広報だったり、デジタル戦略推進局

だったりと同じように予見する能力、予測する能

力だとかというのを高めて、それがちゃんと知見

として蓄積することによって、必要なとき、もし

も何かが起こったときに、瞬時に情報を出し入れ

できるという能力が必要なんじゃないかなという

ふうに思います。 

そんな中で、本当に今までずっといろんなこ

とを質問させてもらってきたんですけれど、やは

り197万の人口がいるところで、札幌市役所とい

う役所が、この人たちの命の安全とか安心だとか

を考えるということになると、まずそもそもこの

人員数、それから予算の規模というのも、まだま

だ増えていかなければいけないんじゃないかなと

いうふうに思ってずっとやってきたんですが、そ

のずっとギャーギャー言ってきたのがどれぐらい

効果あったのかも分からないんですが、今回あり

がたいことに、令和７年度予算は６年に比べて２

割増しということになっているわけですね。 

最初の質問ですが、この令和７年度予算の増

額の主な要因についてお伺いします。 

●小野寺危機管理部長  令和７年度の予算増の

要因についてお答えします。 

令和７年度予算の増額の要因としては、主に

３点ございます。 

まずは、防災・減災ＤＸ推進費が昨年度から

4,000万円の増となっております。 

これは主に様々な情報の即時の共有を可能と

するため、被災状況の現地での入力結果の自動反

映や、複数のシステムとのデータ連携の機能を有

するプラットフォームを導入するための経費でご

ざいます。 

次に、防災拠点倉庫整備費が3,500万円の増と

なっております。 

これは主に備蓄物資を現在の防災拠点倉庫か

ら効率的な搬出入が可能な民間倉庫へ移転するた

めの経費でございます。 

さらに、新規事業として、冬期災害対応力強

化費に2,900万円を計上しております。 

これは、厳冬期に発生する災害への対応力の

強化を目的として、総合防災訓練を冬期に実施す

るための経費でございます。 

●三神英彦委員  本当にやれるところから着実

にということですね。 

引き続き、予算増、それから職員増、危機管

理局に質問すると見せかけて副市長や財政局に分

かっていただくという感じで引き続きやっていた

だきたいと思います。どうぞよろしくお願いしま

す。 

去年やっぱり特徴的だったのは能登半島の正

月の地震です。 

去年、総務委員会マターなんですけれど、実

際に能登の地震というのはどういうことがあった

のかという部分をいろいろな形で調査させていた

だいたりだとか、あと実際に現地に入った人たち

の話を聞くという機会も設けさせていただいて、

ボランティア団体も本当に要請する前から、どん

どん被災地に入ってくるみたいな話だとかという

のもさせていただきました。 

それから、一方でそういうボランティアの動

きだけじゃなくて、今度は役所寄りの話で、災害

防止協議会という団体があって、そことどういう

形で動いていけばいいのか、災防協は災防協、ボ

ランティアはボランティアで、やはりよしあしが

あるので、本当に札幌で何か災害があったとき、

それから札幌の近隣で災害があったとき、どう連

携を取っていくのかというのは、今後においても

また課題が続いているんだと思います。 

また一方、国会においても、この能登地震の

後、災害対策基本法だとか内閣府設置法の改正法

案が審議中で、そこには国による支援体制の強化

や、内閣府への防災監の設置などが盛り込まれて
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います。 

この国の動きに対して札幌市としてどう取り

組んでいくのか、見解を伺います。 

●小野寺危機管理部長  今後の取組の方向性に

ついてお答えします。 

能登半島地震を踏まえて、既に国の防災基本

計画や北海道の地域防災計画が修正されておりま

す。これを受けて、３月10日に開催予定の札幌市

防災会議に、札幌市の地域防災計画の修正を図っ

た上で、区体育館への非常発電設備の整備など、

能登半島地震を踏まえた具体的な取組を進めてま

いります。 

また、災害対策基本法の改正など国の新たな

動きについては、内容を精査し、関係する部局と

も協議の上、取組について検討していく考えでお

ります。 

●三神英彦委員  先ほどもお話ししたように、

その予見、予測する能力を持って知見を集約する

ということは、言わば市民に対しても、それから

庁内の他部局に対しても、本当に防災でプロ

フェッショナルであってほしいというようなこと

なんですよね。今お話しいただいた地域防災計画

についても、決算特別委員会で質問させていただ

いたと思いますけれど、これからまだまだブラッ

シュアップの要素があるのではないかと思います。 

そういったやり取りも踏まえて、これまで特

に３年間危機管理監として経験を踏まえて、今後

の札幌市の危機管理体制はどうあるべきかについ

て、櫻井危機管理監から見解を伺います。お願い

します。 

●櫻井危機管理監  これまでの私の危機管理監

としての経験を踏まえた今後の札幌市の危機管理

体制の在り方についてお答えさせていただきます。 

災害対応の本質につきましては、スピード感

のある復旧、復興、それと被災者の１日でも早い

生活再建であります。 

したがいまして、札幌市の危機管理体制につ

きましては、発災直後にいち早く体制を整え、被

災者が生活再建を果たすまで、あらゆる局面、こ

れに合わせてスムーズかつシームレスに移行でき

る組織の体制が必要かなというふうに思っており

ます。 

このため危機管理局におきましては、インフ

ラの応急復旧ですとか、市街地復旧の経験者、そ

して、被災者支援の要となる保健福祉行政に長け

た者など、専門性の高い職員を配置しておりまし

て、札幌市の災害対応の方針であります全庁対応

をしっかりリードできる、そういうものになって

おります。 

一方で、近い将来、少子化によります職員数

の減少を前提とした災害対応というものも考えて

いかなければならないはずです。 

札幌市の今後の危機管理体制といたしまして

は、民間企業の職員ですとか、ＮＰＯ、そして医

療機関など多様な主体が職域を超えて災害対応に

当たる災害協定というものを超えた共同事業体の

組織、そういったものが必要になるのではないか

なというふうに感じております。 

総じて言いますと、様々な環境の変化ですと

か、予期せぬ危機に迅速に、かつ柔軟に対応でき

るレジデント能力、そういったものを備えた組織

であるべきというふうに私としては見解を持って

おります。 

●三神英彦委員  本当に同意でして、例えば穴

ぼこが急に空いてダンプが落ちたという話があっ

ても、仮にそこで建設局だとか下水道河川局だと

かが固まっていても、そこにちゃんと巨大なク

レーン車が到達してくれるようなまちというのが

多分理想型なんだと思うんですよね。 

まさに危機管理監が言ったような理想型に向

かってやっていただけたらと思います。 

どうぞよろしくお願いします。 

●うるしはら直子委員  私からは冬期の総合防

災訓練の実施について、また防災資機材の助成制

度について、そして、備蓄物資についての大きく

３項目質問いたします。 

初めに冬期の総合防災訓練について伺います。 

我が会派は、これまで積雪寒冷地であります
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本市において、冬期に大規模な災害が発生した場

合の日頃からの備え、また、厳しい避難環境から

身を守るため市民とともに訓練を実施し、防災意

識を高める必要性があることを繰り返し訴えて、

また、対応を求めてまいりました。 

また、危機管理局としても、その重要性や必

要性については認識され、限られた財源の中でも

備蓄物資の見直しですとか、また市民への周知な

どに積極的に取り組んできたと承知しております。 

そうしたことから、このたび令和７年度の予

算案に、冬期災害対応力の強化として総合防災訓

練の冬期実施が盛り込まれたこと、このことは高

く評価しております。 

先の我が会派代表質問の答弁の中で、市長か

ら令和７年度、2025年度の初めに、初めて冬期の

総合防災訓練を大和ハウスプレミストドームで開

催し、様々な主体と連携強化や、冬の備えについ

て市民の意識醸成を図るとの答弁がございました。

この大規模な会場での開催であり、昨年の秋の総

合防災訓練のときにも多くの効果が得られたとい

うことからも、この冬期の訓練には大変着目をし

ております。 

そこで、まず次年度開催する予定の冬期の総

合防災訓練では、どのような訓練内容を予定して

いるのか伺います。 

●小野寺危機管理部長  冬期総合防災訓練の内

容についてお答えします。 

令和７年度の総合防災訓練では、冬期の特徴

を捉えた避難所体験やＶＲによる災害疑似体験な

ど参加体験型のプログラムを検討しております。 

また、防災関係機関や企業、ＮＰＯ、医療機

関、大学など幅広く参加を呼びかけ、展示ブース

によるＰＲや救助訓練のデモンストレーションを

行うなど、市民の方々の関心を高めながら、冬の

防災を学んでいただくものとしたいと考えており

ます。 

訓練は、全市民を対象に、子供から大人まで

幅広い世代に参加していただけるよう、冬休み期

間中や休日などの開催を検討しております。 

●うるしはら直子委員  参加体験型で、また幅

広い世代の皆さんに参加を呼びかけて、そして全

市民を対象に訓練を行う、この意義は非常に高い

と思います。 

また、冬休み期間または祝日の開催を予定し

ているということですので、これまでは平日で訓

練に参加できなかった子供や学生たちが参加しや

すくなりますので、通常学校などでやっている避

難訓練とはまた違った、さらなる防災教育の観点

からも有意義であると考えます。 

しかしながら、実際に災害が発生したときに、

この訓練の経験を生かしてすぐ避難行動を起こせ

る方ばかりとは限りません。特に高齢の方や障が

いのある方、また乳幼児を抱えている方など災害

時の要配慮者の方々は一般の自主防災訓練という

ものに参加はしていても、いざ災害が発災したと

きには避難行動が遅れるということも予想されま

す。 

また、能登半島地震では、寒さの影響による

低体温症、また凍死の事例が多く発生しており、

厳冬期の災害は要配慮者の健康や、生命に深刻な

リスクが及ぶこととなります。 

一昨年の夏ではありましたが、我が会派の議

員数人で北見市の日本赤十字北海道看護大学の冬

期の防災に大変精通されている根本教授のもとを

視察させていただきまして、この冬期の避難所の

生活ということをじっくりお話を聞いてきました。

この寒さというものに加えてトイレや食事の課題

などが山積しておりまして、健康で元気な大人で

あっても、この過酷な中で大変課題が多いという

ことも学んでまいりました。 

こうしたことからも、冬の総合防災訓練にお

いても、この要配慮者または支援の必要な方たち

へのそうした支援といった視点は欠かせないもの

と考えます。 

そこで質問ですが、冬期の総合防災訓練にお

いて要配慮者支援の視点を盛り込む考えはあるの

か伺います。 

●小野寺危機管理部長  災害時要配慮者の支援
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の視点についてお答えいたします。 

厳冬期の災害において、要配慮者本人の状況

や天候によっては即時に避難することができない

可能性もあることから、在宅における保温方法な

ど、寒さから身を守る対策を知ってもらうことが

重要となります。 

また、避難所においては、低体温に加え、感

染症やストレスによる循環器系の疾患へのリスク

に配慮した対策が不可欠となります。 

これまでは介助を要する方の避難や移送など

の訓練を実施してきたところですが、冬期の訓練

では、災害関連死を防ぐ観点から、トイレや食

事、就寝環境の体験に加え、健康二次被害の予防

など、さらなる訓練の充実を図ってまいります。 

●うるしはら直子委員  今答弁いただきまして

安心いたしました。そして、要配慮者支援の配慮

ということもしっかりと盛り込んでいただくとい

うことと受け止めさせていただきます。 

これまでお一人暮らしの高齢の方ですとか、

また避難が困難で障がいをお持ちの方など、本当

に多くの要配慮者となるであろう方々から冬の避

難は不安という声もたくさんいただいておりまし

た。 

また、自分たちがどんなことに困るのか、そ

して、どんなことが、物が必要なのかという声も

多く、逆に知ってほしいんだといった声もいただ

いております。 

まだこれから準備段階ということで様々な検

討もされることと思いますが、ぜひ多くの市民の

方に参加していただけるようなご周知、そして、

当事者の方や団体の方などのご意見などもいただ

きながら、市民の防災・減災力を高めていただく

よう求めまして、次の質問に移ります。 

次に、防災資機材の助成制度について伺いま

す。 

地域防災力の向上のためには、市が実施する

訓練への参加だけではなく、日頃からの地域によ

る自主防災活動が極めて重要です。 

札幌市では、地域防災力の向上の一助として、

1997年度から自主防災組織を結成した町内会等へ

の消火、救出、救護などの応急活動に必要な防災

資機材のセットを助成しております。現行の制度

の創設からは20年以上経過していることから、地

域の町内会や自主防災組織の方々から、内容の見

直しですとか、老朽化した資機材の更新、時代に

即した実効性のある資機材の更新をしてほしいな

ど様々な声をいただいておりました。 

昨年の決算特別委員会において、私のほうか

ら今後の防災資機材の助成の在り方などについて

質問しましたところ、本市から地域のニーズ等を

踏まえながら、今後の防災資機材の助成制度の在

り方を検討するとの答弁がございました。 

そこで質問ですが、改めてその助成制度の検

討結果について伺います。 

●小野寺危機管理部長  防災資機材の助成制度

の検討結果についてお答えします。 

現行の防災資機材の一式を現物給付する制度

は、自主防災組織の約９割に活用されており、自

主防災活動の拡大に大きく寄与しました。 

一方、危機管理局が行ったアンケート結果を

見ますと、老朽化した資機材の更新、数量の追加、

対象品目の拡大など、防災資機材に対するニーズ

が多様化している実態を把握することができまし

た。 

これらの状況を踏まえ、来年度からは、自主

防災組織が防災資機材を購入する際に費用の一部

を補助することといたしました。 

●うるしはら直子委員  この間の検討結果とし

て地域の実情に応じたものに変えていくというこ

とで理解をいたしました。 

まずは、本当に対応いただきましたことにあ

りがとうございます。 

一方で、多くの地域の方々が活用しやすい仕

組みでなければ、防災活動の活性化にはつながら

ないと考えます。 

特に、この災害時に地域避難所となる施設、

例えば地域の会館、自治会館ですとか、まちづく

りセンターが当たりますけれども、そちらの運営
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に関わる方々からは、本当に強く要望をいただい

ておりまして、具体的な中身ですとか、そういっ

たところに大変関心を高くお持ちです。 

そこで質問ですが、次年度からの新たな制度

の内容について伺います。 

●小野寺危機管理部長  新たな制度の内容につ

いてお答えします。 

新たな制度では、各団体の実情に応じた資機

材を選択して購入することが可能となり、地域防

災力のさらなる向上につながるものと考えており

ます。対象は、従来のものに、厳冬期の防寒、停

電対策の品目などを加え、補助額は購入金額の２

分の１で10万円を上限とします。 

なお、新たな制度の開始時期は、地域への周

知期間を経て、夏頃を予定しております。 

●うるしはら直子委員  今回の新たな制度では

２分の１ほどで、10万が上限ということではあり

ますけれども、地域の方々が必要とする資機材が

更新できる、あるいは新規で購入できるようにな

るということで、この改善で本当に地域の方々も

安心されることと思います。 

また、この防災資機材は地域の防災力の向上

には欠かせないものでありますので、新たな制度

が地域で有効に活用していただけるよう、まずは

しっかりとお伝えし、そして、周知をしていただ

きたいと思います。 

一方で、この新制度の利用を希望する避難所

の方、また自治体の方は大変多いのではないかと

思います。限られた予算であることは承知してお

りますけれども、今回、制度の利用がかなわな

かったというところが出た場合には、次まで待つ

ことになります。いつ訪れるか分からない災害の

ときに、もしものことが発生した際に、あのとき

に必要な資機材を更新できたらなんていうことが

ないように、今後、さらなる予算措置ということ

も検討していただくことも求めまして、この質問

を終わり、次の質問に入りたいと思います。 

最後に備蓄物資について伺います。 

災害に備える意味では防災訓練、また防災資

機材を用意することも大変重要ですが、いざ災害

が発生した場合、実際の行動として避難所等に避

難した後に向けた対策ということも重要です。 

災害対策基本法では災害用物資等については、

市町村が備蓄するものとされており、現在札幌市

では避難生活に必要な食料や生活物資などの備蓄

物資を用意しています。 

ただ、全国各地の災害時の避難時の状況を見

ますと、本市の人口を考えたときに、現在備蓄し

ている物資で十分なのかが大変心配されるところ

です。 

また、先日、本市が備蓄拠点の協力先になっ

たといった報道もありましたけれども、こちらは

これから検討されるということで、今回こちらの

方では影響があるというところではないというこ

とをお聞きしておりますので、こちらの備蓄の状

況について伺いたいと思います。 

現在の備蓄の状況について質問したいと思い

ます。 

●小野寺危機管理部長  備蓄の状況についてお

答えします。 

備蓄物資については、最大想定避難者に在宅

避難者等を加えた10万8,000人分の２日分の食糧

を備蓄しているほか、消毒液、ハンドソープなど

の衛生用品、寝袋など約60品目を備蓄している状

況でございます。 

特に、各地の災害における教訓から、プライ

バシーに配慮するためのパーティションや、迅速

に設置可能な簡易ベッドを増やしているほか、寒

さ対策として、毛布やストーブの増強を図ってい

るところでございます。 

●うるしはら直子委員  現在の備蓄の状況につ

いては理解しました。 

しかしながら、大規模な災害が発生した場合

には、避難生活が長期化することが考えられます。

そうしますと、先ほどの説明では２日分の備蓄と

いうことであり、３日目以降の物資が心配となり

ます。先の質問でも触れましたけれども、根本教

授のお話によりますと、一般的に必要な水という
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のが３リットル、４リットルということも言われ

ておりますし、また発災の時間帯によっては避難

される方が自宅の防災グッズを持ち出せず来られ

た場合などは、早くに備蓄している物資が不足す

るということも想定されます。 

そこで質問ですが、避難生活が長期化した場

合、必要な物資はどのように被災者に供給される

のか伺います。 

●小野寺危機管理部長  避難生活が長期化した

場合の物資供給についてお答えいたします。 

災害発生３日目以降は、協定に基づき、小売

事業者や食品メーカーから物資を調達し、また、

災害対策基本法に基づき、国からも物資が届くこ

ととなります。 

過去の災害では、物資が集積拠点に滞留し避

難所まで届かない事例もあったことから、輸送の

手順や役割分担について、事業者等と検討してき

ており、今年度中にマニュアルを策定いたします。 

令和７年度からは、マニュアルを基に、災害

時物資供給実動訓練を実施し、必要な見直しを行

いながら、円滑に物資を供給できるよう体制を整

えてまいります。 

●うるしはら直子委員  備蓄の物資だけではな

く、もし避難生活が長期化した場合には、災害時

の協定を結んでいる事業者からの調達物資や国か

らの支援物資で対応するということで、ひとまず

安心したところです。 

また、特に物資の供給については、協定は結

んでいましても、災害が発生した際に実際にどの

ように動けばいいか分からないという企業団体も

少なくないと思いますので、災害時の物資供給実

動訓練により、それぞれの役割を理解することが

できるとてもよい取組だと思います。 

また、物資の備蓄はもちろんですが支援物資

を円滑かつ確実に被災者に届けるための体制づく

りもとても大切なことだと思いますので、災害時

物資供給実動訓練については次年度だけではなく、

継続して訓練と検証を重ねていくことを要望いた

します。 

加えて、季節などによって余分に消費をして

しまうような避難物資というものがあると思いま

す。例えば、夏場であれば衛生用品や冷感具など

は必要以上に使いますし、冬場であれば温かい食

事、保温や防寒具といったことがあると思いま

す。こうしたものは１か所の避難所ではとても備

蓄し切れないものですので、今回の訓練などを重

ねる中でも、こうしたことの供給の在り方といっ

たことも検討していただくことを求めて私の質問

を終わります。 

●前川隆史委員  私からは、災害時のトイレ問

題、中でもマンホールトイレについてお伺いした

いと思います。 

近年の災害を見ますと、災害被害の甚大化に

伴って長期間にわたって多くの方が避難所で生活

する事例が増えてきておりまして、高齢化が年々

進む中、避難所の環境整備が札幌市としても重要

な課題となっております。 

災害による犠牲者は家屋倒壊などの物理的な

原因による直接死だけではなく、避難生活等が原

因で亡くなる災害関連死も非常に多くなってきて

おります。熊本地震や昨年の能登半島地震では、

直接死よりも災害関連死の方のほうが多かったと

も報告をされているところでございます。 

災害関連死を防ぐため、また感染症予防の面

からも、避難所における衛生面の環境整備は特に

重要であると考えておりまして、我が会派では、

かねてより衛生面で最大の問題となる災害時のト

イレ問題について、機会あるごとに取り上げてき

たところでございます。 

昨年の予算特別委員会では、マンホールトイ

レの整備状況と今後の対応について質問したとこ

ろ、整備拡大に向けて検討していくとの答弁をい

ただいたところでございます。 

その後、国の動きとしましては、内閣府が令

和６年11月に公表した「令和６年能登半島地震を

踏まえた災害対応の在り方」において、被災者支

援に係る今後の災害対応について、マンホールト

イレなどの災害用トイレの確保や整備を促進すべ
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きとの方針が示されました。 

そこでまず伺いますが、札幌市におけるマン

ホールトイレの整備について、現在の検討状況に

ついてお伺いしたいと思います。 

●小野寺危機管理部長  マンホールトイレの整

備の検討状況についてお答えします。 

マンホールトイレの整備については、多くの

避難者が長期的に利用する場として想定する区体

育館を対象として、昨年８月に整備計画を定めた

ところです。 

整備計画では、整備済みである中央区の北ガ

スアリーナ札幌46を除く９区の体育館を対象とし、

各体育館に男性用、女性用、多目的用の３基を整

備いたします。 

整備期間としては、令和７年度の豊平区、南

区での整備を皮切りに、５ヶ年を予定しており、

マンホールなどの下水道工事とともに、国の交付

金を活用して行う予定でございます。 

●前川隆史委員  避難所の中で多くの避難者が

長期的に利用する場所となります区の体育館への

整備を行っていくということ、今後の整備の計画

について理解をいたしました。 

一つの避難所に男性用、女性用、多目的用と

用途に応じたマンホールトイレを整備していくこ

とは必要だというふうに考えられまして、しっか

りと整備を進めていただきたいというふうに思い

ます。 

ただし、マンホールトイレがせっかく整備を

されたとしても、いざというときに使えなければ

意味がございません。 

整備して終わりではなく、災害時の設置手順

等の運用面など、平時から準備がしっかりと進め

ていく、そういったことが必要ではないかという

ふうに思うところでございます。 

また、市民に対しても普段は目に触れる機会

が少ないことから、マンホールトイレの設置方法

ですとか、使い方についての周知も現状まだまだ

十分ではないのではないかとこのように懸念を

持っております。 

そこで伺いますが、災害時に有効に活用する

ためにも、マンホールトイレの平時からの準備に

ついて、どのように取り組んでいくお考えか、お

伺いをいたします。 

●小野寺危機管理部長  平時からの準備につい

てお答えします。 

委員ご指摘のとおり、マンホールトイレの設

置方法や使い方について、避難所運営を担う職員

の訓練や市民への周知など、平時から準備してい

くことが重要であると認識しております。 

既に、マンホールトイレが整備されている北

ガスアリーナ札幌46では、職員も参加する令和５

年度の中央区防災訓練において、市民を対象とし

たマンホールトイレの使用体験会を実施したとこ

ろでございます。 

今後は、職員による設置訓練や総合防災訓練

の場を活用して、市民が参加する使用体験会を開

催するなど、平時からの準備に努めてまいりたい

と考えております。 

●前川隆史委員  今後しっかり職員による設置

訓練ですとか、市民が参加をした使用体験会など、

そういった訓練を重ねていきたいと、このような

お話でございました。 

しっかりマンホールトイレが活躍できるよう

に、準備を進めていただきたいと思います。 

●竹内孝代委員  私からは、防災ＤＸ事業の推

進について質問させていただきます。 

近年、能登半島地震、またその後の水害をは

じめ、自然災害というのは甚大化・頻発化をして

いる中、災害対応を担う人材、また、事業者とい

うのは減少している状況であるというふうに承知

しています。 

一方で、デジタル化の進展によりまして、防

災・減災対策が飛躍的に高度化、また、効率化を

されており、あらゆる災害に対してリスクを最小

化する取組というものが全国で進められておりま

す。 

この防災ＤＸの導入については、令和５年第

２回定例市議会の我が会派の代表質問で提案した
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ことを皮切りに、その取組の必要性を繰り返し、

また強く主張してきたところでございます。 

危機管理局におかれましては、すぐに防災Ｄ

Ｘについて検討を進めていただき、その後アク

ションプランの掲載事業に新たに盛り込まれ、令

和５年の決算特別委員会では、風水害に係る予測

とリスク評価を行うシステムを導入し、先手の対

応を行っていくということ、また、危機管理局単

独ではなく、関係部局と連携の上で取り組んでい

くということ、また、地図上に被害情報などを集

約して、即時に共有ができるようなシステムの導

入も検討しているというような防災ＤＸ導入に向

けた答弁をいただいたところでございます。 

さらに、昨年の第４回定例会の我が会派の代

表質問では、防災ＤＸの取組として、最新の事例、

また知見を取り入れて、専門家や大学とも連携の

上で、積雪寒冷地の地域特性を踏まえた先手の災

害対応を図る取組を進めていくとの答弁があり、

早速、令和７年度予算にはアクションプラン掲載

外の事業として盛り込まれ、これまでのスピード

感ある対応、また取組を高く評価をしているとこ

ろでございます。 

そこで質問ですが、このたび、札幌市が防災

ＤＸで取組を進める事業内容、また期待される効

果についてお示しいただきますようお願いいたし

ます。 

●小野寺危機管理部長  防災ＤＸの事業内容と

期待される効果についてお答えします。 

防災ＤＸの事業内容については、大きく分け、

最新の予測技術を活用し、先手の対応を行うもの、

関係機関と情報共有の迅速化を進めるものの二つ

ございます。 

先手の対応を行うものについては、風水害と

地震の予測システムを導入いたします。風水害は、

洪水や土砂災害の危険性を12時間以上先まで予測

することで、早期の避難所開設や避難情報発令を

目指すものでございます。 

地震は、大規模地震の発生当日に被害の集中

する地域や家屋の被害等数を推計し、罹災証明の

調査対象数や仮設住宅の必要数、災害廃棄物の量

など、必要な体制配備を先読みするものでござい

ます。 

情報共有の迅速化については、市関係局のほ

か、外部の事業者も現場から入力、閲覧が可能な

プラットフォームを構築し、情報の自動集約と分

析、即時の情報共有を行い、対応の迅速化を実現

するものでございます。 

いずれの取組も災害対応の高度化、迅速化に

つながる効果を期待しており、これらを進めるこ

とで、災害時の被害の最小化と早期復旧を図り、

市民の安全安心を確保してまいりたいと考えてお

ります。 

●竹内孝代委員  防災ＤＸで進める予測による

先手の対応、また、即時の情報共有ということ、

またその内容、期待される効果というものをたく

さん今述べていただきました。ありがとうござい

ます。 

どの取組も、万が一災害が起こったときに、

札幌市の市民の安全・安心を守る上で、大変重要

な取組だと思っております。確実にしっかりと進

めていただきたいと思っておりますので、よろし

くお願いします。 

さて、この防災分野のＤＸ化というものを考

えたときに、全国の事例として、ドローンの活用

を耳にするところでございます。札幌市において

も災害対応では、このドローンを利活用するとい

うことはメリットがあるものと考えます。 

そこで質問いたしますが、札幌市における災

害対応へのドローン活用の考えについて伺いま

す。 

●小野寺危機管理部長  災害対応へのドローン

活用の考えについてお答えいたします。 

災害発生時、ドローンを利用した写真や映像

は立入りが困難な区域における早期の状況把握等

に有効活用できると認識しております。現在、札

幌市では消防局において、ドローンを情報収集活

動に直接活用していますが、災害発生時には、主

に協定を締結する関係機関や民間事業者のドロー
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ンによる写真や映像の提供を受けることを想定し

ております。 

本事業で進めるプラットフォームでは、ド

ローンによる写真や映像も取り込むことが可能

で、市内部や関係機関と即時に共有できる体制を

構築してまいりたいと考えております。 

●竹内孝代委員  災害対応へのドローンの活用

について理解をいたしました。 

今後は、ぜひともこのドローンのような最新

資機材の導入、また活用というものを積極的に進

め、さらなるＤＸの取組を強化していただきたい

というふうに思っております。 

これまで回答いただきました先手の災害対応

と即時に情報共有を行うためには、以前にも指摘

をしてまいりましたように、危機管理局単独では

なくて、関係局と連携の上で取り組んでいくとい

うことが重要であります。 

また、札幌市役所だけではなく、多くの外部

関係機関と連携して進めていく必要もあります。 

加えて、積雪寒冷地である札幌市は、冬期に

災害が発生した際に被害が大きくなることを想定

しており、この地域特性を踏まえた対策を検討し

ていく必要があると考えます。 

そこで質問ですが、関係局や関係機関との連

携について、今後どのように行っていくのかお願

いいたします。 

●小野寺危機管理部長  関係局や関係機関との

連携についてお答えします。 

市内部の関係局との連携については、有識者

や関係局が入るＤＸ推進本部会議により、デジタ

ル戦略推進局やインフラの管理部局等と連携し事

業を進めているところでございます。 

外部の関係機関との連携については、まず地

域の災害対応を担う民間事業者とプラットフォー

ムによる情報共有体制の整備を進めてまいります。 

また、地域特性を踏まえた対策については、

国の研究機関である防災科学技術研究所や、札幌

市立大学との協働により、最新の知見を踏まえた

積雪、寒冷への対策などについて検討しておりま

す。 

今後も防災ＤＸを推進するため、関係局や関

係機関と連携の上で、効果的に事業を展開してま

いりたいと考えております。 

●竹内孝代委員  ただいま防災ＤＸ推進本部会

議、またプラットフォーム等について様々言って

いただきましたけれども、この関係局、関係機関

との連携、取組というものについては理解をいた

しましたし、こうした取組をしっかり考えていた

だいたことを評価させていただきたいと思います。 

今後もぜひともこの関係機関との連携の上で、

最新の事例、また、地域特性を踏まえた、そうし

た知見を取り入れて全国をリードするような防災

ＤＸの取組をお願いいたします。 

これまで防災ＤＸの導入を強く要望してまい

りました背景には、北海道胆振東部地震で甚大な

被害に遭いました清田区里塚地区、美しが丘地区

をはじめとする札幌市内各地で被災地対応、また

被災者の皆さんと一緒に困難を乗り越えてきた経

験から、我が会派としてその必要性を実感してい

るからでございます。 

当時の状況といたしましては、震災発生直後

のブラックアウト、また、札幌市でも統計開始以

来初の震度６という観測でありましたので、特に

類のないケースと言われました里塚地区では、液

状化による甚大な被害、こうしたものがありまし

たけれども、札幌市は国、また研究機関と連携し

て実施をしていただきました全国初の工法による

復旧工事というものを進めていただいたり、また、

里塚地区には現地事務所を構えて、徹底して被災

者の声を聞き取りながら地域と相互理解、協力と

いうことで３年という短期間で全ての復旧工事を

終え、また復興してきたという歩みというのは、

大変国内からも注目をされておりまして、多くの

研究論文、学会等で発表したり、また札幌市の災

害対応の取組は他の被災地支援に大きな影響を与

えたというふうにも伺っているところであります。 

このときの教訓を踏まえて、避難所の充実、

避難所運営の充実強化、また備蓄の物資の強化、
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こうしたことに加えて、このたびは防災ＤＸ導入

ということを含めて、札幌市の対策というこの取

組はスピード感を持って充実強化をしてきたとい

うふうに改めて認識をしております。 

最後になりますけども、北海道胆振東部地震

のこの発災直後に、市街地復旧推進室が発足され

ました。 

この推進室長として陣頭指揮を執りながら関

係職員の皆様と寝食を共に、髭を伸ばしながら、

市民のために奮闘されてきたのが今年度で市職員

を勇退される櫻井危機管理監でございます。 

ご尽力に感謝を申し上げるとともに、最後

に、胆振東部地震の早期復旧で得られた教訓を踏

まえて、初代危機管理監として市民を守り、職員

が動きやすいようにと全力で取り組んでこられ

た、これまでの思い、また今後への期待をお伺い

して私の質問を終わります。 

●櫻井危機管理監  まずは、先ほど竹内先生か

らありがたいお言葉をいただきました。感謝申し

上げます。感無量でございます。 

では、ご質問いただきました得られた教訓、

これを踏まえたこれまでの取組の思い、そして、

今後の期待についてお答えさせていただきます。 

私の経験から得られた教訓の一つといたしま

して、災害というものは社会の弱点、これを徹底

的に突いてくるというものでございます。高齢者

の方々ですとか、女性の方、そして乳幼児、児童、

障がいのある方など弱い立場の人に被害が集中し

ますし、高齢者の孤独死ですとか、老老介護と

いった社会的課題というものが如実に表面化して

きます。 

そのため危機管理局におきましては、たとえ

少数であっても、弱い立場の人への支援というも

のが不可欠というものの考え方から、被災者の生

活再建を支援する災害ケースマネジメントといっ

たものを検討ですとか、社会福祉施設などへの個

別避難計画の策定支援、そして、子育て世帯向け

の防災講座というものに力を入れているというと

ころでございます。 

今後は、移動困難な高齢者の方々ですとか、

障がいのある方、そして医療ケアの必要な子ども

を抱えている家庭など一人一人の事情に寄り添っ

た支援、これによって弱い立場の人が取り残され

ることのない社会が構築されるということを願っ

ておりますし、私も違う立場から何かしら尽力し

ていきたいというふうに考えております。 

どうもありがとうございます。 

●村山拓司委員長  以上で、第１項 総務管理

費中危機管理局関係分の質疑を終了いたします。 

以上で本日の質疑を終了いたします。 

次回の委員会ですが、３月７日金曜日午後１

時から、環境局関係の質疑を行いますので、定刻

までにご参集ください。 

本日はこれをもちまして散会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      散 会 午後３時21分 


